
 
 
 
 
 
 
 

宇宙分野 
 
 
 
 人工衛星の利用は、すでに様々な分野で生活に直結する技術基盤として定着している。

気象衛星からの雲の画像は、台風シーズンには欠かせないものであり、衛星放送は、多チ

ャンネル時代を到来させた。また、カーナビゲーションは、測位・航行衛星からの電波を

受信して自らの位置を決定している。このように、宇宙産業は、高い技術波及効果を有し、

産業の裾野が広い一方で、国の安全保障に密接に関係することから、諸外国においても戦

略的産業として位置づけられている。また、宇宙開発・利用については、高度情報化社会

の実現、地球環境の保全、あるいは安全・安心な社会の実現等、幅広い社会的要請に応え

る基盤となる産業であることから、今後も世界的な技術開発競争が繰り広げられると予想

される。 

 我が国においても、2007 年 6 月に議員立法で宇宙基本法案が国会に提出され、2008 年 4

月現在継続審議になっているものの、宇宙産業振興は大きな柱の一つになっている。宇宙

産業は、国の基盤を維持するための重要な技術力、あるいは外交力の一つでもある。我が

国の宇宙開発に携わる産業規模は、欧米と比して約 1/10 と極めて脆弱である実情、そし

て各国とも政府主導により自国産業強化に邁進している状況を踏まえ、個々の研究開発の

是非をボトムアップ的思想で議論するのではなく、我が国全体の活動を俯瞰的な見方によ

り、宇宙開発に関する施策を総合的にかつ計画的に推進する必要に迫られている。特に、

今後 5～10 年程度は、各分野で必要となる基盤的な技術の蓄積を確実に実施し、宇宙関連

産業の競争力強化と自立を促し、さらにその後の宇宙産業の振興に寄与するものとする。

同時に、我が国宇宙関連産業の競争力強化及び振興のため、宇宙機器試験方法などを始め

とした標準化に向けた取組を産官学挙げて戦略的に進めることとする。 

 以上を踏まえ、今後 20 年程度を見据え、社会ニーズとしては衛星利用による経済社会

の発展、国民生活の質の向上等を、市場ニーズとしては国際的な優位性の確保を念頭に、

それらのニーズを実現するために必要となる技術の高度化、低コスト化等に資する衛星及

び宇宙輸送システム関連技術について、技術戦略マップを作成した。 



          宇宙分野の技術戦略マップ 

 
Ⅰ．導入シナリオ 

 世界の宇宙産業市場はここ数十年の間、着実に成長してきている。特に、米国では政府

による巨額の直接投資が、米国宇宙産業の現状に強い影響を及ぼしてきている。そもそも、

二つの超大国が宇宙プログラムによって得られる国威、国際影響力、あるいは国家安全保

障上の優位を競った 1960 年代の政府による巨額の支出が宇宙産業を誕生させ、巨大化させ、

さらに、数々の先端技術を生み出してきた。その後、冷戦崩壊に伴い、政府主導の宇宙開

発市場から、商業的市場へと緩やかに移行してきた。このような流れの中で、1990 年代末

には、衛星電話イリジウムに代表される多数の通信衛星からなる衛星群プログラムの勃興、

そして米国の高解像度地球観測衛星への規制解除も相成り、21 世紀初頭には、宇宙産業は

飛躍的な拡大をすると予想されていた。しかしながら、度重なる通信衛星事業の失敗を契

機に、民間投資家も手を引き、商業市場は当時期待された程の成長を見せることができて

いない。このような状況のもと、現在、各国政府とも国の自立性を確保し技術基盤を確固

たるものとするために、自国の宇宙技術を支えることに焦点を当てた施策を取りつつある。

現在の市場環境では、市場原理に基づく宇宙技術の維持が難しいという政策判断、諸外国

との技術競争の激化、それに加え中国やインドといった新興国が急速に表舞台に立ち始め

たことへの危機感等が背景として伺える。 

 現在においても圧倒的な影響力を持つ米国においては、2006 年 10 月に新たな国家宇宙政

策が発表された。クリントン政権時に発表された前回の同政策（1996 年）と比較して、お

およその構成等は踏襲しているものの、国の優先順位の第一として、国家安全保障のため

の宇宙開発をより強調した政策文書として仕上がっている。これは、今後数年は国家の最

優先事項として、国家・国土安全保障のために宇宙活動を積極的に利活用していくこと、

併せて国が保有すべき先端科学技術基盤の国際的地位をこの数年内に確実に保有するとい

う意図が見られる。【参考資料１：宇宙分野の技術戦略ロードマップ補足説明資料 】 

（１）人工衛星を宇宙輸送システムによって、必要な時に、独自に宇宙空間に打上げる能  

力を将来にわたって維持するとの基本方針の下、国際競争力の強化による宇宙開発・  

利用の産業化という目標を実現するため、関連機関との連携等関連施策と研究開発を  

一体的に推進する必要がある。 

（２）とりわけ、宇宙開発においては、技術開発の困難性・不確実性に加え、莫大な資金  

と長期間の開発・投資期間を必要とし、技術開発リスク・事業リスクが極めて大きい  

ことから、政府による強力な支援の下、着実な技術の蓄積・競争力強化を図り、標準  

化の取組と併せ、世界市場におけるシェア拡大を図っていくことが重要である。 

（３）人工衛星及び宇宙輸送システムの競争力強化や宇宙利用促進に資する基盤技術開発  

については、国が積極的に研究開発を行い、20年後には、世界に比して極めて高い  

水準のサービスを提供するために必要な技術力を有するためのシナリオとする。 

（４）更なる産業化を促進するため、宇宙用部品等基盤産業の強化、民生部品・民生技術  



の宇宙機器等への転用に係るガイドライン等整備、政府調達保証・優遇措置・関連法  

制度整備等の推進施策整備、商業打上げに向けた射場環境整備、標準化の推進など、  

関係府省及び関係機関との連携を通じて、宇宙開発を支える環境を強化することが重  

要である。また、宇宙技術関連の人材育成、技術の継承、そして若年層教育への寄与、  

あるいは国際協力・貢献を通じた我が国の地位向上など、根底を支える活動も重要で  

ある。 

○ 改訂のポイント 

 標準化への取組を追加した。 
 海外の取組にＧＥＯＥＹＥの 25cm 分解能衛星打ち上げ予定を追加等 
 

Ⅱ．技術マップ 

（１）技術マップ 

我が国宇宙産業の国際競争力の強化による宇宙開発・利用の産業化を図る上で必要

となる技術課題を衛星基盤技術、通信放送・測位、地球観測、エネルギー利用、宇宙

環境利用・デブリ対策、宇宙科学などの衛星分野、有人宇宙開発分野、及びロケット・  

輸送系分野に分けて抽出し俯瞰した技術マップを作成した。 

（２）重要技術の考え方 
今後、国際商業衛星市場を獲得する上で重要な要素となる静止衛星バス高度化、衛

星用部品の低コスト化・高機能化等に資する技術の開発などの衛星共通基盤技術、高

度情報化社会の実現のための衛星を用いた高画質・高音質なデジタル放送や高速移動

体通信等に対する要請、地球環境保全や社会基盤としての衛星データ利用等のため、

広範な分野に資するリモートセンシング技術の利用が高まると見込まれる。 

さらに、ロケット・輸送系分野については、我が国が必要な時に、独自に宇宙空間

に必要な人工衛星などを打上げる能力を維持するとともに、将来の国内外の市場にお

ける衛星打上げビジネスへの積極的な参加、我が国輸送系の多様性の確保が求められ

ていることから、衛星打上げビジネス市場を獲得する上で重要な要素となる低コスト  

化に資する技術、確実に打上げることのできる高信頼性化に資する技術等の開発が課  

題である。 

これらを踏まえ、重要技術の考え方を以下の通り整理する。 

① 社会的要請への貢献 
人工衛星を利用した地球観測、通信・放送、測位などの社会的要請に対して、ある

いは国として保有すべき技術基盤として、その実現にとって必要不可欠な技術、ある

いは現に活用されているものの更なる高度化が求められている技術、近い将来に必要

性が高まると予想される技術。 
② 国際競争力の強化 
人工衛星及び宇宙輸送システムの国際的な優位性確保を図る上で重要な要素となる

低コスト化、短納期化、高度化（高効率化）、信頼性向上に大きく貢献する技術。 



重要技術としては、i）社会的要請に応えるための技術として、姿勢制御系などの衛

星バス系技術、衛星システムに係るアーキテクチャ技術、フォーメーションフライ

ト・コンステレーション運用技術、自律化・高知能化などの宇宙機制御技術（以上、

衛星基盤技術分野）、（衛星基盤技術用）、マルチ／ハイパースペクトル・パンクロマ

ティックセンサ、合成開口レーダ、グローバル観測・環境計測用センサ、デブリ観測

技術、地上系データ処理解析技術（以上、地球観測分野）、移動体通信技術、固定通

信・放送技術、衛星間通信技術（以上、通信・放送分野）、測位衛星技術（以上、測

位分野）、マイクロ波／レーザ送受電技術（以上、エネルギー利用分野）、X 線ガンマ

線・赤外線・電波望遠鏡技術（以上、宇宙観測分野）、サンプルリターン、太陽観測・

プラズマ計測（以上、宇宙科学分野）、生命維持・居住技術、宇宙服・ロボット等有

人活動支援技術、実時間有人運用完成技術（以上、有人宇宙分野）、固体ロケット技

術（以上、輸送系分野）などが挙げられる。ii）国際競争力の強化に応えるための技

術として、衛星バス最適化・高度化技術、軌道上リコンフィギュレーション技術、衛

星アーキテクチャ技術、小型・軽量化技術、MEMS活用などを含めた民生部品・民生技

術活用（以上、衛星基盤技術分野）、システム高信頼化技術、液体ロケットエンジン

技術、構造・機構技術、アビオニクス技術（以上、輸送分野）などが挙げられる。 

なお、近年、政府が税金を投じて開発した衛星利用という従来型の宇宙産業の形に、

変化が生じつつある。いわば政府の独占事業であった宇宙開発に対して、独創的なア

イデアを持った民間資金による新たな産業、ビジネスモデルが欧米では興りつつある。

我が国でも、大学や地域の中小企業等が主体となって、低コストでの小型衛星開発を

進める動きが活発である。このような宇宙開発への参入が促進されることは、宇宙利

用ニーズの拡大とともに新たな資本の流入による市場の拡大にも資することから、そ

の基盤となる比較的小型で低コストである宇宙システム整備のための技術開発も重

要である。 

（３）改訂のポイント 
 標準化への取組を行っている分野について整理した。 

 
Ⅲ．技術ロードマップ 

（１）技術ロードマップ 

技術マップの各技術課題のうち、重要技術課題として選定された技術について、そ

の要素技術等を時間軸に沿って展開するロードマップを作成した。 

（２）改訂のポイント 

 ニーズの変化や技術動向等に応じて記述を修正した。 
 
Ⅳ．その他の改訂のポイント 

 今回の改訂では、技術マップ等のレビュー時に将来の研究開発のシーズ・ニーズに

ついての検討も併せて行った。 



宇宙分野の導入シナリオ（1／3）

FY2005 FY2006 FY2007 FY2008 FY2009 FY2010 FY2011 FY2012 FY2013 FY2014 FY2015 ～FY2017 ～FY2020 ～FY2022 ～FY2025
（年度） 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 ～平成29 ～平成32 ～平成34 ～平成37
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目標
　　基本方針：人工衛星と宇宙輸送システムを必要な時に、独自に宇宙空間に打ち上げる能力を将来にわたって維持
　　　　　　　　　　　　意義：①国家戦略技術としての重要性、②我が国の総合的な安全保障への貢献、③地球・人類の持続的発展と国の矜持への貢献
　　　　　　　　　　　　目標：①国民の安全の確保、②経済社会の発展と国民生活の質の向上、③知の創造と人類の持続的発展　　　　(我が国における宇宙開発利用の基本戦略、H16.9.9、総合科学技術会議)

関
連
政
策

環
境
整
備

高度レーダ技術の開発・運用（PALSAR）

次世代地球観測センサ等の研究開発（ハイパースペクトルセンサ等）

石油資源遠隔探知技術の研究開発

宇宙環境信頼性実証プロジェクト（SERVISプロジェクト）

次世代衛星基盤技術開発プロジェクト（準天頂衛星プロジェクト）

越境大気汚染、越境海洋汚染の観測

亜大陸、4ppmv精度の二酸化炭素観測

可視赤外放射計、マイクロ波放射計、レーダ等による気候変動の継続的監視

災害監視衛星群ALOS 性能向上

GOSAT
GCOM-W

GCOM-C

GPM
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SERVIS-2

総合科学技術会議
宇宙開発利用専門調査会（H13.10～）
　　　　　　　　　　　　　　　　第3次科学技術基本計画における国家基幹技術として精選（「宇宙輸送システム」及び「海洋地球観測探査システム」）（H18.4）

経済産業省産業構造審議会航空機宇宙産業分科会宇宙産業委員会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「宇宙産業化ワーキンググループ報告書」（H18.9）

文部科学省宇宙開発委員会

宇宙基本法（見込み）

宇宙戦略本部（見込み）

地理空間情報活用推進基本法（施行）

人工衛星開発・利用に必要な技術力の強化

●部品等基盤産業の強化：重要となる国内部品産業の強化
●民生部品の宇宙転用のための取組み：規格化・標準化の推進、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　民生部品等データベース整備、宇宙実証テストベッドの整備
●産業化推進施策の検討：政府調達保証、優遇措置、関連法制度整備、標準化への取組など

●射場整備支援：商業打上げに向けた環境整備
●社会への定着・浸透：社会の要請・ユーザニーズに基づく企画・立案
●人材育成：宇宙技術者の人材育成、若年層への理科教育の寄与
●国際協力・連携：宇宙先進国、周辺国との協力

高度センサ技術の開発・運用（ASTER）

周回衛星からの監視・観測 観測頻度（常時監視）、空間分解能の向上観測頻度、空間分解能の向上

資源探査、地図作成、防災等実利利用分野における衛星の有用性の実証

SDS-1 SDS-2

μLlab-Sat

静止観測衛星
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宇宙産業の拡大と国際市場の獲得
特定の分野・技術において世界を主導

基盤的な技術蓄積を確実とし、宇宙関連産業の競争力強化と自立の促進

衛星基盤技術の高度化、部品等基盤産業の強化

衛星開発に必要な技術力の強化

衛星開発基盤技術の確立、高度化（高度なミッション要求に応じるため）

衛星バスのカタログ化（必要な能力を有する衛星を適切な時期に打上げるため）

多様なミッションへの対応が可能な地球観測システムの構築

社会基盤情報としての衛星データの利活用、利用産業の拡大

魅力的な静止衛星開発のための技術開発

宇宙からの観測・予測統合地球観測環境監視システムの確立
国レベルの評価と地域別政策への反映

国際商業衛星市場
の1/3を獲得

　文書発出等マイルストーン 衛星打上げと運用期間 プロジェクト、システム運用等
紫：地球観測系（海外）
ベージュ：輸送系（海外）

経済産業省プロジェクト 分野の大分類 個別目標等 成果の反映の流れ

小型化等による先進的宇宙システムの研究開発

衛星の低コスト、短納期化



宇宙分野の導入シナリオ（2／3）

FY2005 FY2006 FY2007 FY2008 FY2009 FY2010 FY2011 FY2012 FY2013 FY2014 FY2015 ～FY2017 ～FY2020 ～FY2022 ～FY2025
（年度） 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 ～平成29 ～平成32 ～平成34 ～平成37

　文書発出等マイルストーン 衛星打上げと運用期間 プロジェクト、システム運用等
紫：地球観測系（海外）
ベージュ：輸送系（海外）

経済産業省プロジェクト 分野の大分類 個別目標等 成果の反映の流れ
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太陽光発電利用促進技術調査

　　太陽系全域への到達と地球型惑星の精査

ISS計画を中心に基盤技術を蓄積

JEM補給部、与圧
部

JEM曝露部打上
げ

JEM初期利用

JEM第二期利用

JEM第三期利用

次期国際有人宇宙計画を活用した技術開発
（月面拠点の本格的開発）

JEM等開発を通じた技術蓄積 JEM・HTV運用を通じた有人運用技術の習得

月探査の技術開発及び実証
（SELENEシリーズ）

月探査・利用技術の蓄積

小惑星への到達・太陽と月の精査
（HAYABUSA、PLANET-C、BepiColombo）

　　木星型惑星探査の開始と地球型惑星の探査
（ソーラーセイル）

太陽系の今を知る 太陽系の生い立ちを知る

　　宇宙で最初の銀河・ブラックホールの観測
        太陽系外の地球型惑星での生命の兆候の探索

（JASMINE、JTPF）

宇宙望遠鏡の展開と多様な挑戦的科学ミッションの立上げ
（ASTRO－EII、ASTRO-F、JEM/MAXI）

　宇宙望遠鏡観測の全波長域への展開
（NeXT、ASTRO-G、SPICA）

宇宙の今を知る 宇宙の生い立ちを知る

2～3機目準天頂衛星

ETS-VIII

7機体制

WINDS

次世代輸送系システム設計基盤技術開発プロジェクト

有人輸送にも対応可能なシステム大型ロケット

中型ロケット

H-ⅡA打上事業化

次期有人宇宙活動への展開の判断

フロンティア進出による人類の持続的発展

月探査の技術開発及び実証 月の探査・利用

月の本格的な利用活動への展開の判断

H－IIAロケット

H－IIBロケット

GXロケット

小型ロケット
M-Vロケット

軌道間輸送機実証機

実験機 部分再使用型/実証機

HTV
軌道間輸送機実証機

発展型無人宇宙実験システム

軌道上回収シ
ステム

太陽光発電電力送電技術及びシステム組立技術

LNG推進系の研究開発

宇宙輸送システムの開発に必要な技術力の強化

基幹ロケット群の確立と多様なミッションへの対応

通
信
・
測
位

環
境
利
用
・
エ

ネ
ル
ギ
ー

USERS

STS/ISS/JEM利用実験

低コスト型回収システム 低コスト型回収システムの大型化

宇宙科学のトップサイエンスセンター

次期国際有人宇宙計画における重要パートを担当
自立性を確保した有人活動計画の実施

世界最高水準の信頼性と競争力を有する基幹ロケット群の活用と再使用型システムの確立

高度情報化社会・ユビキタスへの対応、測位システムの確立

宇宙環境利用、エネルギー利用に必要な技術力の強化

民間資本による高度通信衛星の利用、商業通信衛星の国際市場獲得

宇宙エネルギー利用システムの実証

月面拠点の構築と利用のための技術確立

有人支援型作業ロボット、船外宇宙服、生命維持・居住技術等の我が国の特徴を活かした技術開発

商用宇宙発
電システム
へ

固体ロケットの技術継

国際打上げサービ
ス市場の1/3を獲得

太陽光発電無線送受電技術研究開発



宇宙分野の導入シナリオ（3／3）

FY2005 FY2006 FY2007 FY2008 FY2009 FY2010 FY2011 FY2012 FY2013 FY2014 FY2015 ～FY2017 ～FY2020 ～FY2022 ～FY2025
（年度） 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 ～平成29 ～平成32 ～平成34 ～平成37

　文書発出等マイルストーン 衛星打上げと運用期間 プロジェクト、システム運用等
紫：地球観測系（海外）
ベージュ：輸送系（海外）

経済産業省プロジェクト 分野の大分類 個別目標等 成果の反映の流れ

海
外
の
取
り
組
み

米国

米国宇宙政策(U.S. National Space Policy)
米国宇宙輸送政策(U.S. National Transportation Policy)

国際宇宙ステーション　ISS運用

スペースシャトル運用 NASA次世代輸送系（有人／貨物）：Orion, Ares I&V

商業有人／貨物輸送(COTS)

月面基地建設

DoD輸送系：EELV
商用高分解能観測衛星：1m級 商用高分解能観測衛星：40cm級

LANDSATシリーズ：分解能30m級

欧州

欧州宇宙政策 (European Space Policy - Preliminary Elements)

気象衛星NOAA POES NPOESS
DoD測位航行システム NAVSTAR/GPS

地球観測 EOS計画

全球環境・安全保障監視システムGMES
測位航行システムGALILEO

大型輸送系アリアンシリーズ
小型輸送系ベガ

有人輸送系ACTS（欧露協力）

その他

中国宇宙白書

ロシア10カ年民事宇宙計画

インド第11次5カ年計画

中国測位航行システム

ロシア測位航行システムGLONASS

ロシア有人システム ソユーズ運用 ロシア次世代有人輸送系

中国測位補完システム 北斗

インド地球観測衛星 IRSシリーズ

ロシア大型輸送系　プロトン／アンガラシリーズ

インド輸送系 GSLV/PSLVシリーズ
中国輸送系 長征シリーズ／有人飛行船 神舟

国際惑星地球年
GEOSS10年実施計画

商用高分解能観測衛星：20cm級
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宇宙分野の技術マップ（2／2）

国として保有
すべき基盤技術

利用ニーズの
多様化等に対し

将来必要となる技術

小型
・軽量化

信頼性
向上

低コスト化 短納期化
ま
る

○
△
☆

テーマ名

ISO標準化
分野 技術課題 技術番号

重要技術の選定理由

社会的要請への貢献 国際競争力強化

事前保証技術の確立 0801 ○ ☆
現在のアポロ時代に作られた設計開発管理（審査）方式の見直し（コンカレントエンニイニアリン
グ／プロトタイプ方式の設計開発管理手法）、等

検証技術の高度化 0802 ○ ☆ システム検証技術基準。

ロバスト設計 0803 ○ ○ ☆

最適冗長化 0804 ☆

0805 ○ ☆

0806

推進系弁類高信頼化技術 0807 ○

新推薬（LNG等）エンジン技術 0808 ○

従来推進薬エンジン技術 0809 ○

エンジンクラスタ化技術 0810 ○

推薬制御技術 0811

推力制御（スロットリング）技術 0812

無毒推進系技術 0813

ストラブルエンジン高性能化（比推力向上）技術 0814

燃料移送・保管・給油技術 0815

固体ロケットモータ 固体ロケットモータ技術 0816 ○

非化学ロケット推進 電気推進性能向上技術 0817 ○

空気吸込エンジン ラム/スクラムジェットエンジン 0818

姿勢制御技術 ポストブーストステージ 0819

高性能・低コスト構造技術 0820 ○ ○ ☆

軽量構造(金属）技術 0821 ○ ☆

軽量複合材フェアリング 0822 ○ ☆

複数衛星分離機構 0823 ○ ☆

空中発射用分離機構 0824 ○ ☆

ペイロード制震技術 0825 ○ ☆

音響緩和技術 0826 ○ ☆

衝撃緩和分離機構 0827 ○ ☆

民生品利用化技術 0828 ○ ☆ 試験、評価の標準等

モジュール化技術 0829 ○ ☆

機器統合低コスト化技術 0830 ○ ☆

誘導航法システム高度化技術 0831 ○ ○ ☆

電波系機器高度化技術 0832 ○ ○ ☆

再突入安全化技術 0833 △ 再突入リスク管理（デブリ回収安全管理）

デブリモニタリング/ヘルスチェック技術 0834

高性能熱防御システム技術 0835 ○

検査補修技術 0836

自律再突入飛行技術 0837

再突入制御技術 0838

陸上回収技術 0839

エアロキャプチャ技術 0840

海上発射技術 0841 ☆ 陸からの安全保安距離の規格化、ランチャーとロケットのインターフェースの規格化

打上げ環境緩和技術 0842

設備高度化(知能化）技術 0843 ○ ○

宇宙ベース管制技術 0844

空中発射管制技術 0845 ○ ☆ 母機とのインターフェースの規格化

部分再使用型ロケット管制技術 0846

回収技術 0847

無害化技術 0848

通信・管制技術 0849

大規模システム統合技術 0901

開発管理技術 0902

有人システム設計要求・基準 0903 ☆ 宇宙船設計基準の規格化

有人システム検証技術 0904

有人システム設計、維持機能技術 0905 ☆ スペースポートの設計基準の規格化

生命維持・居住技術 0906 ○

活動支援技術（ロボット技術等） 0907 ○ ☆ 有人活動支援用宇宙ロボットの技術要求

実時間運用管制技術 0908 ○

運用サポート技術 0909

搭乗員養成 0910

健康管理技術（宇宙医学） 0911

健康管理運用 0912

安全評価・管理技術 0913 ☆ 宇宙旅行者保護のための宇宙船内の放射線レベルの規格化

信頼性管理技術 0914

X線/γ線望遠鏡技術 1001 ○

赤外線望遠鏡技術 1002 ○

電波望遠鏡技術 1003 ○

系外惑星探査望遠鏡技術 1004

月面天文台技術 1005

重力波望遠鏡技術 1006

編隊飛行技術 1007

遠隔探査センサ技術 1008

ペネトレータ技術 1009

着陸探査センサ技術 1010

着陸・離陸技術 1011

軌道・航行技術 1012

ロボット技術 1013

高度通信技術 1014

越夜技術 1015

月面基地技術 1016

ソーラー電力セイル技術 1017

磁気プラズマセイル技術 1018

深宇宙航行技術 1019

試料採取技術 1020 ○

惑星上移動技術 1021

惑星探査エネルギー技術 1022

Ｘ線望遠鏡技術 1023 ○

可視光磁場望遠鏡技術 1024 ○

極端紫外線望遠鏡技術 1025 ○

プラズマ計測技術 1026 ○

編隊飛行技術 1027

射場設備、
飛行管制、
帰還着陸設備

射場設備技術

飛行管制技術

帰還・着陸設備技術

アビオニクス

デブリ発生防止技術

再突入・回収技術

軌道制御技術

太陽地球系プラズマ環
境観測

構造・機構技術

構造

分離機構

衛星環境緩和

宇宙観測

有人運用技術

月探査

太陽系探査

太陽観測

惑星探査

月･惑星探査
（共通技術）

液体ロケットエンジン

搭乗員関連技術

有人安全技術

有人施設技術

開発管理・システム統合技術

推進系技術

システム技術

システム高信頼化技術

整備・点検自動化技術

アボート技術（フルタイム）

宇宙科学

有人宇宙

輸送系



宇宙分野の技術ロードマップ（1／18）

■ 衛星基盤技術 ■ デブリ対策
■ 地球観測 ■ エネルギー利用
■ 通信・放送 ■ ロケット・輸送系
■ 測位 ■ 有人宇宙

■ 宇宙環境利用 ■ 宇宙科学

凡例 内容
全体

分野の大目標を示す

個別の目標を示す

ミッションマイルストーン

技術開発に対応するミッションのマイルストーン（衛星の打上げ年など）を示す

ミッションの継続予定期間（衛星の設計寿命など）を示す

ミッションの予定期間後の継続を示す

ロードマップ

技術開発のロードマップ

技術開発のロードマップ（重要技術）

ロードマップとミッションマイルストーンとの対応を示す

ロードマップとミッションマイルストーンとの対応を示す

技術課題間の関係を示す

技術開発の結果、実現される世界を表す

宇宙分野の技術ロードマップ

　人工衛星開発・利用に必要な技術力の強化

　静止衛星バスの市場競争力強化

小型軽量化、高排熱構体

シミュレーションモデルの高度化



宇宙分野の技術ロードマップ（2／18） 衛星基盤技術（1/2）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 平成32 平成33 平成34 平成35 平成36 平成37

～3トン級

3～4トン級

4トン級～

4トン級～

1～2トン級静止衛星バス用技術

3～4トン級静止衛星バス用技術

衛星共通
基盤技術

構体系技術 低熱歪構体技術

熱制御系技術 高排熱技術

姿勢・軌道制
御系技術

アジリティ・姿勢決定技術・
高精度軌道制御技術・制御アルゴリズム

大容量データ記録技術・
　　　高速大容量データ伝送技術

高性能ＭＰＵ・高密度メモリ

フォーメーションフライト・
　　　コンステレーション運用等

軌道上リコンフィギュレーション

宇宙機制御技術
（自律化・高知能化・統合化）

高精度時刻管理技術

Boeing 601HP (3.5t～4.8t, ～10kw), LM A2100AX (～4.2t, 4kW～), SS/L 1300(2.6t-5.4t, 5-12ｋW）, Alcatel B3 (3.2～4.2t, ～8.6kW)

Boeing 702 (4.5t～6t, ～18kw), SS/L 1300E(4.8t-6.7t, 12-18.5ｋW）、ASTRIUM E3000（4t-6t, 5-11KW)、Alcatel C1-C4(4t-6t, ～16kW）
国内技術動向 三菱電機 DS-2000（～5トン、～15KW）

技術課題

バス系技術

高電力効率化・高蓄電効率化電源系技術

ミッションマイルストーン

静止衛星バス最適化
・高度化技術

技術分野

海外技術動向
（現状の主要な商用衛星バス）

Boeing 601 (2.5t～3.2ｔ，～4.8kw)，LM A2100A（～2.8t, 1-4kW)、SS/L 1300Lite (1.8t-2.7t, 5-12.5ｋW）、ASTRIUM E2000+（2.7t-3.3t, 3.5-6KW)、Alcatel B2(2.5t-3.2t, ～6.3kW）, OSC STAR2 (～2.5t, ～4.5kW）

ミッションマイルストーン

データ処理・
通信系技術

ミッション最適化・高度化技術

測位衛星の長寿命化、高機能
化、高性能化

太陽発電衛星システムの実現

宇宙観測、太陽系探査ミッションの
高度化、高機能化、高性能化

宇宙環境利用推進、デブリ回収
システムの実現

静止通信・放送衛星の長寿命
化、高機能化、高性能化

地球観測ミッションの高度化、
高機能化、高性能化

　ホールスラスタ推力/比推力：250mN/1500s

アジリティ：5deg/s、CMGトルク500Nm

120Wh/kgリチウムバッテリ

電力配分、通信容量、
熱制御パラメータ、変更機能

センサ・衛星運用の自動化

フォーメーション：2～3機・10m

コンステレーション：数機

推進モジュール取付インタフェース開発

群衛星・クラスター化対応のネットワーク型自律運用

フォーメーション：2～3機・数10cm

全自動化運用

4Tbit/3.0Gbps

1.2Gbps、50～30%圧縮

16Tbit/16Gbps

フォーメーション：リコンフィギュアラブル

コンステレーション：数10機

300MIPS～20000MIPS，１Ｇｂｉｔ／Ｗ

2.4Gbps、30～20%圧縮

600MIPS～，１0Ｇｂｉｔ／Ｗ

　ホールスラスタ推力/比推力：250mN/1500s

地上系/衛星系ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑの軌道決定高精度化

　複合材構体・３次元ヒートパイプ

故障分離の自動化 故障時再構成

マルチジャンクションセル変換効率30%

アジリティ：3deg/s、CMGトルク50Nm アジリティ：5deg/s、CMGトルク100Nm

姿勢決定精度0.005ﾟ、安定度0.0005ﾟ/s

マルチジャンクションセル変換効率40%

　高精度軌道維持スラスタ制御技術・アルゴリズム

低熱歪構体：指向方向誤差１arcsec以下

150Wh/kgリチウムバッテリ 衛星搭載用再生型燃料電池

　高精度統合型軌道決定センサ（搭載用）

計画・学習機能を有する自動化運用技術

コンステレーション：リコンフィギュアラブル）

放射率可変ラジエタε＝0.8-1、冷却器能力10kW

時刻精度：10ns 時刻精度：1ns

準天頂1機目 準天頂2,3機目 準天頂7機体制

高度なマヌーバビリティ観測衛星 性能向上 フォーメーション コンステレーション

小型軽量化、高排熱構体

小型軽量化、１０ｋW級大電力・高排熱化、長寿命化（15年）
小型軽量化（ペイロード比率向上）、15ｋW級大電力化、

長寿命化（15年以上）

３トン級

小型軽量化、高推力イオンエンジン、二次元展開パドル、展開型ラジエータ、長寿命化（15年）

４トン級（20ｋW級、15年寿命） 小型軽量化（ペイロード比率向上）、20ｋW級以上大電力化、
長寿命化（15年以上）

　静止衛星バスの市場競争力強化（小型化、軽量化、長寿命化など）

ETS-VIII

WINDS

新世代移動体通信衛星

新世代固定通信・21G放送衛星 次世代通信衛星

新世代固定通信・21G放送衛星 次世代通信衛星

新世代移動体通信衛星

M-SSPS: 50kw級, L-SSPS: 10kw級 M-SSPS: 25万kw級, L-SSPS: 1万kw級

年度

重要技術項目

人工衛星開発・利用に必要な技術力の強化（衛星開発に必要な技術力の強化）



宇宙分野の技術ロードマップ（3／18） 衛星基盤技術（2/2）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 平成32 平成33 平成34 平成35 平成36 平成37
技術課題技術分野 年度

小型・軽量化

シミュレーション高度化技術

コンステレーション管制

テレメトリ・コマンド相互運用機能（SLE：
Space Link Extension)

運用の自動化、自律化、無人化

最適化計画立案

バス運用との融合

多重化

複数アンテナによる深宇宙電波受信

民生部品・民生技術活用、ソフトウェア化
等

共通技術

ミッションマイルストーン

ミッション運用技術

地球局・端末技術

地上
システム

追跡管制技術

シミュレーションモデルの高度化

各種ｾﾝｻ小型･軽量化、小型衛星向け機器開発 各種ｾﾝｻ小型･軽量化、超小型衛星向け機器
・先進構体開発

MEMS・NEMS・ナノ材料活用に対応した
シミュレーション技術

分子エレクトロニクス･バイオ技術活用に
対応したシミュレーション技術

民生部品/技術の宇宙実証60品種以上（SERVIS）

デジタル処理部分のSW化、
RF部のSW化、電源統合化

民生用MEMS活用、民生用先進実装技術活用

統合化モジュール化に基づく
SW構成の最適化

民生用MEMS・NEMS活用、民生用ナノ材料活用
民生用ナノエレクトロニクス活用、

民生用バイオ技術活用

民生部品活用に係る国際標準化、
宇宙用民生部品供給体制構築

最新プロセス部品・MEMS等の地上・軌道上試験、
評価システム高度化・効率改善

最新ﾌﾟﾛｾｽ部品・MEMS/ナノ技術等の
地上・軌道上試験

最新プロセス部品・MEMS/ナノ技術等の
地上・軌道上試験(継続）

　宇宙実証実験（地上評価を含む）

小型衛星バス技術確立・高度化実験(μLabSat-I, II)

大・中型衛星機器・部品の宇宙実証 （SDS-I, II）

50kg級簡易実証衛星
(SOHLA)

先進的小型衛星バス技術の開発

安定した小型衛星バスを用いた衛星機器・部品の宇宙実証

数機（地球観測衛星･測位衛星） 数10機

サービス拡充への対応テレメトリコマンド相互運用

上位戦略との整合性を持った最適化手法の整備

管制の統合計画立案の統合

標準化・周波数の有効利用プロトタイプの開発･実証

計画最適化手法の導入

探査機・観測衛星の運用開発･実証システム検討

運用管制システムの自動化 地上運用管制システムの全自動化 地上運用管制システムの無人化

AI技術等による運用管制システムの知能化技術の実証と適用

SERVIS-II

SDS-I SDS-II

μLabSat-II

超高性能小型衛星



宇宙分野の技術ロードマップ（4／18） 地球観測（1/4）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 平成32 平成33 平成34 平成35 平成36 平成37

周回気象衛星

中分解能衛星

高空間分解能衛星

空間分解能

波長域/バンド数

観測幅

S/N

空間分解能

波長域/バンド数

観測幅

S/N

空間分解能

観測幅

空間分解能

観測幅

空間分解能

バンド数

S/N

合成開口レーダ 空間分解能

観測幅

空間分解能

技術課題
技術
分野

ハイパースペクトル(HS)センサ

ミッションマイルストーン

(ターゲット観測用）
パンクロマティックセンサ
マルチスペクトルセンサ

地球
観測

周回軌道：画像センサ搭載衛星

マルチスペクトル（MS）センサ

グローバルイメージャ

パンクロマティックセンサ

受動型光学
センサ技術

海外技術動向
(トップレベルの技術動向）

能動型マイクロ
波センサ技術

単一偏波5m、2偏波ﾓｰﾄﾞ10m，
全偏波ﾓｰﾄﾞ10m

全偏波ﾓｰﾄﾞ 50km以上

200m

20～25

800

　　　　　　　　　　　　50～100m

　　　　　　　　　　　　30～40

　　　　　　　　　　　1200

熱赤外60m,短波長赤外15m,
可視近赤外3～5m

400～1200nm/１ﾊﾞﾝﾄﾞ追加

90～120km

可視近赤外3m以下、熱赤外30m

10km以上、立体視

50km以上、立体視

1m以下

50km以上、立体視

1～2m

L

共通

X,Ku

年度

分解能：可視近赤外15m,短波長赤外30m,熱赤外90m、観測幅:60km

0.8m(X)　or　0.5m(Ku)以下（航空機搭載）

ASTER

ALOS

PRISM：分解能 2.5m、観測幅 70km
AVNIR-2：分解能 10m、観測幅 70km
PALSAR：分解能：単一偏波ﾓｰﾄﾞ10m、2偏波ﾓｰﾄﾞ20m、全偏波ﾓｰﾄﾞ
30m
　　　　　観測幅：単一・2偏波ﾓｰﾄﾞ70km、全偏波ﾓｰﾄﾞ30km

HS・MSセンサ搭載衛星

災害監視衛星群

SAR：5m／2機
光学：3～5m（マルチ）、1～2m（パンクロ）／2機

SAR：1～3m
光学：3m以下（マルチ）、1m以下（パンクロ）

（性能向上）

S/N向上（短波長赤外～熱赤外）

可視近赤外5m、短波長赤外10m、
熱赤外60m

可視～短波長赤外30m以下 可視～短波長赤外10m

400～2450nm/200～300 400～2450nm/300,8～12μm/20400～2450nm/150～200バンド

パンクロ：0.2m、マルチ：0.8m

20km以上、立体視
k 以上

全偏波モード3m

観測幅：全偏波モード70km以上 全偏波モード70km以上

Ku SAR搭載衛星 フォーメーションフライト運用（二機）

高度なマヌーバビリティ衛星 （性能向上）

フォーメーションフライト運用（二機）

15km～30km

200～250

数10cm

50km以上、立体視

Ku SAR搭載衛星

可視近赤外200以上

10km以上、立体視

パンクロ : 0,4m、可視近赤外マルチ：1.6m、熱：6.4 パンクロ：0.2m、マルチ：0.8m

単一偏波ﾓｰﾄﾞ3m、
2・全偏波モード6m

単一・2偏波モード100km以上
全偏波モード50km以上

0.8m(X)　or　0.5m(Ku)以下（衛星搭載）

Pan 0.4m, Multi 1.7ma (15km) ; GEOEYE-1, WorldView-1/2

SAR(C-Band) 3m (20km) ; Radarsat-2

SAR(X-Band) 1m (10km) ; TerraSAR-X

Multi 6.5m (80km) ; Rapideye

Hyper 200bands, 30m (30km) ; EnMAP

GCOM-C1

SGLI 多波長放射計 多波長放射計

GCOM-C2 GCOM-C3

（性能向上）

（性能向上） （性能向上）
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Multi Imager 370/740m (3,000km)  ; NPOESSシリーズ

重要技術項目

人工衛星開発・利用に必要な技術力の強化（多様なミッションへの対応が可能な地球観測システムの構築）

Pan 0.25m ; GEOEYE-2



宇宙分野の技術ロードマップ（5／18） 地球観測（2/4）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 平成32 平成33 平成34 平成35 平成36 平成37
技術課題

技術
分野 年度

共通技術
共通

オンボード画像生成 オンボード画像認識デジタルビームフォーミング技術

ｲﾝﾀﾌｪﾛﾒﾄﾘ：ﾌｫｰﾒｰｼｮﾝﾌﾗｲﾄ方式
軌道決定精度1m、保持精度1km以内

ﾎﾟﾗﾘﾒﾄﾘ：偏波間ｱｲｿﾚｰｼｮﾝ35db以上



宇宙分野の技術ロードマップ（6／18） 地球観測（3/4）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 平成32 平成33 平成34 平成35 平成36 平成37
技術課題

技術
分野 年度

静止気象衛星

常時観測センサ（静止高度） 空間分解能

観測範囲

光学系口径

赤外検出器素子数

気象観測センサ

温室効果ガス観測

オゾン観測

マイクロ波放射計

マイクロ波高度計

CO2・オゾンセンサ 空間分解能

波数分解能・バンド数・S/N

能動型光学
センサ技術

ライダ 高分解能/高出力固体レーザ

マルチバンド放射輝度計測技術

サブミリ波帯放射計関連技術

L帯放射計高分解能化関連技術

マイクロ波散乱計 高精度化

マイクロ波高度計 高精度化

周回軌道：非画像センサ搭載衛星

静止軌道：画像センサ搭載衛星

ミッションマイルストーン

海外技術動向
(トップレベルの技術動向）

海外技術動向
(トップレベルの技術動向）

地球
観測

気象
観測

地球
観測

受動型マイクロ
波センサ技術

マイクロ波放射計

降水レーダ

測雲レーダ

ミッションマイルストーン

受動型光学
センサ技術

受動型光学
センサ技術

能動型マイクロ
波センサ技術

水平分解能：可視500m,赤外2km, 多波長化

可視・赤外センサ性能向上・サウンダ追加可視・赤外センサ性能向上

垂直分解能：500m、感度：-36dBZ、測定精度<1m/s

走査幅：13.6GHz　245km、35.5GHz　100km

7～90GHz帯で0.5K以下

空間分解能<30km・ﾗｼﾞｵﾒﾄﾘｯｸ分解能<1K

ｼｽﾃﾑ感度<1K・20ﾁｬﾈﾙ

実用システム開発

３m級

20m

4,000×4,000画素

4000ｋｍ

2km

分解能：0.2m、固体ﾚｰｻﾞ出力：100mJ・100Hz 分解能：0.1m、固体ﾚｰｻﾞ出力：200mJ・100Hz

海上風速精度1m/sec以下

短時間精度2～5ｃｍ 長時間精度2～5cm

水平分解能：可視500m,赤外2km, 多波長化

1km

波数分解能・S/N向上 バンド数増加

5km（可視～熱赤外）

実用化システム開発

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実用化システム開発

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実用化システム開発

５m級

10m

全域

10,000×10,000画素

ＧＰＭ

GOSAT
GOSAT後継

GCOM-W1 GCOM-W2 GCOM-W3

マイクロ波放射計

ＤＰＲ

温室効果ガス観測：亜大陸単位、4ppmv

EarthCARE

CPR

マイクロ波放射計AMSR2

TRMM

ＰＲ

AQUA

AMSR-
E

温室効果ガス観測：国単位、1ppmv

静止光学観測衛星

MTSAT 気象衛星後継

水平分解能：可視1km,赤外4km 水平分解能：可視1km,赤外4km

分解能：20m（マルチ）、観測範囲：4000km

（性能向上）

継続運用
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Imager 5ch, 可視1km 中間～熱赤外 4km - 8km, Sounder : 19ch, 10km ; GOES-N, O, P

Imager(ABI) 16ch, 可視0.5km - 1km 中間～熱赤外2km  ; GOES-R

OMPS 300-380nm（mapper）, 250-310nm（profiler）
         50km×50km（mapper）、250km×250km（profiler）  ; NPOESシリーズ

ATMS 22ch 23.8GHz - 183.31GHz/16km - 75km  ; NPOESシリーズ

可視～短波長赤外2ch
2.25 km×1.29 km　; OCO

Poseidon-2 13.6GHz, 5.3GHz 測定精度 2cm ; Jason-2



宇宙分野の技術ロードマップ（7／18） 地球観測（4/4）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 平成32 平成33 平成34 平成35 平成36 平成37
技術課題

技術
分野 年度

衛
星
系
地
上
シ
ス
テ
ム

分散的管理の処理・解析システム

ユーザに優しいデータ処理技術
データ及びその取扱いの標準化

統合的管理の処理・解析システム

地上システム

高速・大容量データ処理・保存・配布

データ処理・
解析技術

高付加価値情報抽出技術

ミッションマイルストーン

全般

石油等資源探査のためのデータ解析技術
（石油資源遠隔探査）

多種・ 高頻度観測データの
複合利用技術開発

情報抽出処理アルゴリズムの標準化

実利用化・産業化促進のためのデータ利用技術の高度化 （HSデータ利用等）

高次ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂの種類・抽出情報量
の増加(約5倍)

      多種・高頻度観測データの複合利用技術の拡充

高次ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂの種類・抽出情報量の増加
(約10倍) 高次プロダクツの種類・抽出情報量の増加(約20倍)

多様なミッションへ対応が可能なデータ解析技術

スペクトル等ライブラリ構築 スペクトル等ライブラリ拡充、解析手法の標準化

衛星データとその他の空間情報の統合利用による情報抽出技術の高度化

石油等資源探査のためのデータ解析技術
（石油資源遠隔探査）

災害監視衛星群 （性能向上）

HS・MSセンサ搭載衛星 （性能向上） （性能向上）

GCOMシリーズ

観測後1.5日以内データ配付、データグリッド技術応用
（数100TB級～PB級アーカイブ）

観測後7時間以内データ配付、データグリッド
技術応用（数100PB級アーカイブ）

　　観測後3時間以内データ配付、データグリッド技術応用（受信局ベース）

　　　　ウェブサービス標準化
（OGC/OGF準拠）

　　グリッドコンピューティング技術応用
（プロトタイプ開発）

　　グリッドコンピューティング技術応用
（実用化）

　　グリッドコンピューティング技術応用（高度化）

保存・検索方法の統合・効率化
（GEO Grid上でのオントロジー技術の確立）

保存・検索方法の統合・効率化（GEO Grid上でのオントロジー技術の高度化）

データ統合・解析システム
プロトタイプ構築



宇宙分野の技術ロードマップ（8／18） 通信・放送、測位（1/2）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 平成32 平成33 平成34 平成35 平成36 平成37

大型反射鏡

マルチビーム給電/
適応型ｱｸﾃｨﾌﾞﾌｪｲｽﾞﾄﾞｱﾚｲ
中継器/ﾏﾙﾁﾎﾟｰﾄｱﾝﾌﾟ/
高効率超小型RF機器

移動端末
(ｿﾌﾄｳｪｱ無線の応用)

伝送速度向上

周波数有効利用

アンテナ性能向上

中継器/ﾏﾙﾁﾎﾟｰﾄｱﾝﾌﾟ/
高効率超小型RF機器

オンボード交換機
(ｿﾌﾄｳｪｱ無線の応用)

固定端末

伝送速度向上

画像放送技術

ミッションマイルストーン

技術課題技術分野

周辺技術動向

通信
放送

移動体
通信技術

ミッションマイルストーン

固定超高速
通信
固定放送

周辺技術動向

年度

100ﾋﾞｰﾑ 200-300ﾋﾞｰﾑ

Ku/Ka TWTA/200W/65%
（超小型マルチポート）

30～50m(S帯） ～100m（S帯）

適応インテリジェントアレイ

SSPA出力20W

無指向超小型携帯

5～10Mbps 10～数10Mbps

超広帯域ミリ波通信技術開発

スポットビーム/マルチビーム/成形ビーム
/適応型フェーズドアレイ性能向上

　　　　IPルータSW改良IPルータ

小型携帯端末化可搬型端末

～10Gbps4Gbps

移動体との高速アクセス、簡易端末による利便性の向上

地域階差のない超高速通信の実現、高精細（4000本）画像放送の実現

超高精細化（衛星系/地上系）

13m(S帯)、20ﾋﾞｰﾑ1.5Mbps

ETS-VIII 新世代移動体通信

KuTWTA/120W、ATM交換機、1.1Gbps

WINDS 新世代固定通信

21G放送衛星

40Mbps(ｾﾙﾗ), 100Mbps(ﾉﾏﾃﾞｨｯｸ) 100Mbps(ｾﾙﾗ), 1Gbps(ﾉﾏﾃﾞｨｯｸ)
地上移動体
通信

40Gbps 100Gbps 1Tbps地上ネットワーク
ノード（データレート）

次世代通信衛星

INMARSAT: 492kbps (Max.)

Thuraya DSL: 144kbps (Max.)

海外移動体
通信衛星

海外固定
通信衛星

　Anik F2 (Boeing)：C帯×24、Ku帯×40、Ka帯×50

　Spaceway 2 (Boeing)：Ka帯×48 Downlink：96Mbps

  iPStar-1 (SS/l)：Ku×87、Ka×10、45Gbps（Total Capacity）

ミリ波通信技術開発

重要技術項目

人工衛星開発・利用に必要な技術力の強化（高度情報化社会・ユビキタスへの対応、測位システムの確立）



宇宙分野の技術ロードマップ（9／18） 通信・放送、測位（2/2）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 平成32 平成33 平成34 平成35 平成36 平成37
技術課題技術分野

年度

使用周波数帯の拡大

伝送速度の向上

マルチ/シングルアクセス

ユーザ宇宙機

ミッションマイルストーン

衛星間通信
データ中継
システム

中断回避

システムの信頼性向上

測位

インテグリティ監視・通報

ミッションマイルストーン

インドア用信号ポスト

測位アルゴリズムの改良

誤差補正

マルチパス誤差軽減

予測軌道の配信

測位信号の高信頼性化

ｺﾋｰﾚﾝﾄ光通信

～50Gbps

光量子通信

～10Gbps

マルチプルアクセス

周回/静止/深宇宙 ユーザ宇宙機100機対応

全体系の開発

中断回避技術確立

1日前／数10m 1日前／数m 3日前／数m

システム誤差ゼロ化技術開発

インテグリティ監視・通報技術開発

市街地での測位技術開発

地下街への信号ポスト設置

新しい測位信号の開発

地上系の開発

測位精度 数10cm化(@市街地)

静止・周回衛星、深宇宙探査衛星等との回線接続機会増加による地球・宇宙環境の長期的、効率的把握の促進

測位精度、時刻精度、ユピキタス性向上による交通インフラ、防災・危機管理などの生活に密着した様々な分野への貢献

光通信 ～1Gbps、周回/静止

OICET 新世代衛星間通信

準天頂衛星

1機目 2機目,3機目 7機体制



宇宙分野の技術ロードマップ（10／18） 宇宙環境利用、デブリ対策（1/1）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 平成32 平成33 平成34 平成35 平成36 平成37

 

長期間型無人宇宙実験システムとして
の改善

短期間型無人宇宙実験システムへの改
善

デブリ抑制
＜打上げ前対策＞

国際規格整備（運用高度、回収推進系）

回収衛星技術

ランデブドッキング、ロボットアーム回収

導電性テザー技術

軌道上デブリ探知（レーダ）技術

デブリ吸収回収技術

デブリ処理技術（レーザ等）

補給形宇宙機技術

燃料補給技術（ランデブドッキング、ロ
ボット）

軌道上デブリモニタリングシステ
観測技術
(レーダ/アクティブ/パッシブセンサ技術)

デブリモデル化 実測データの反映/モデル構築

宇宙
環境利用

有人宇宙実験技術
（搭乗員による操作可能。高い安全性が要求される）

ミッションマイルストーン

デブリ
対策・
観測

無人宇宙実験技術
（高品質微小重力環境の利用）

補給方式衛星システム
（軌道上延命）

技術課題技術分野

ミッションマイルストーン

デブリ回収　（寿命後宇宙機）

デブリ回収（小デブリ）

短期間(Max.2weeks)で簡略化低コストタイプの
無人宇宙実験システムへの改良

レートアクセス/アーリーアクセス性
の改善（短期・長期共通技術）

着水精度の改善、ピンポイント帰還の実現
（短期・長期共通技術）

RVD技術の適用によるSEM再利用、低コスト化の実現

デブリ回収（寿命後宇宙機）：非協力ﾀｰｹﾞｯﾄ捕獲技術，ロボット技術の実証＆実用化

軌道上延命：推進系付加・交換・燃料補給技術等，ロボット技術（軌道上実験）

国際規格化（運用高度、大気圏再突入促進付加推進系）
＆デブリに関する法整備

デブリ処理技術軌道上実験

デブリ探知レーダ技術（実証&実用化）

デブリ吸収回収（小デブリ）
軌道上実験

デブリ処理（中デブリ）実証＆実用化導電テザー方式による軌道変換（軌道上実験）

複数機（フォーメーションフライ）構成によるデブリ回収（実証＆実用化）

　　燃料補給を可能にしたデブリ回収衛星の長寿命化及
び軌道上待機スタンドシステム化（実証＆実用化）

デブリ吸収回収（小デブリ）実証＆実用化

アクセス性改善
/低コスト化システム

高性能化/Gレベルの緩和システム 着水のビンポイント化システム

導電性テザーによる
軌道変換実証

導電性テザーによる
デブリ回収実証

導電性テザーによるデブリ回収運用

デブリ処理衛星（実証）

小デブリ回収衛星（実証）

燃料補給型衛星（実証） 燃料補給型
デブリ回収
衛星（実証）

微小重力レベルの更なる改善、低コスト化

再突入/着水G環境の改善、大容量データ
保存/ダウンリンク性の改善

デブリ削減＆回収に関する国際協力機構の設立

デブリ処理（大デブリ）実証＆実用化

JEM初期利用
JEM第二期利用

JEM第三期利用

JEM搭載用実験装置開発

年度

センサ開発・要素試験
軌道上実験
（JEM曝露部）

レーダ技
術実証機

センサ小型化
＆標準コン
ポーネント化

小型衛星によ
る技術実証

実験結果を分析しての
デブリモデル構築

「環境計測コンポーネント」化により、中型以上の衛星に標準搭載
デブリ観測ネットワークの構築運用

実験結果を分析して
のデブリモデル構築2

実験結果を分析しての
デブリモデル構築3

重要技術項目

人工衛星開発・利用に必要な技術力の強化（宇宙環境利用に必要な技術力の強化）



宇宙分野の技術ロードマップ（11／18） エネルギー利用(1/1)

FY2005 2006 FY2007 FY2008 FY2009 FY2010 FY2011 FY2012 FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2025 FY2030年頃

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 平成32 平成33 平成34 平成35 平成36 平成37 平成42年頃

目標

システム化技術

排熱技術

熱制御ループ重量：20～
36kg/kW
ラジエータ重量：10～40kg/kW
ラジエータ長：20m

大型構造物組立・保全技
術

組立長：100m級

発電技術
効率：19%
重量：10～13g/W

マイクロ波送電技術

効率：60～75%（電子管）
　　　　30～40%（半導体）
重量：20～45g/W（電子管）
　　　　55～120g/W（半導体）

マイクロ波受電技術 効率：50～70%

レーザ発振・伝送技術
効率：20～30%
重量：1～3g/W

レーザ受光技術 効率：20%

L-SSPS レーザによる宇宙太陽利用システム *
M-SSPS マイクロ波による宇宙太陽利用システム

SSPSの最終目標は8円/kWh以下での電力供給であるが、これを実現するためには
輸送系においても信頼性、並びに低コスト化を実現することが必要である。

エネルギー
利用

ミッションマイルストーン

共
通
技
術

M
-
S
S
P
S

L
-
S
S
P
S

地上実証試験III
・エネルギー伝送実験
地上→地上
地上→飛行機、飛行船
送電電力：1,000kW～1万kW
送電距離：数km～10km
・大型構造物組立

地上実証試験II
・エネルギー伝送実験
地上→地上
地上→飛行機、飛行船
送電電力：10kW～100kW
送電距離：数km～10km
・大型構造物組立

レーザ波長に適した光電変換素子開発

50kW級

25万kW級

100万kW級
商用システム

10kW級

M-SSPS

地上実証試験I
・マイクロ波送電実
験(5kW ,50m)
・レーザ伝送実験
(0.8kW, 500m)

ISSを利用した
組立実験

ベースロー
ド
電力

≦8円/kWh
*

重量≦ 300g/m2

1万kW級

月面ローバーなどへの
エネルギー供給実験

効率：19～25%
重量：5～7g/W

効率：25%
重量：1g/W

効率：70～80%
重量：5～15g/W

効率：80%以上
重量：1g/W

効率：35%
重量：2g/W 効率：40%

重量：1g/W以下

効率：90%

効率：65%

太陽光直接励起型レーザ開発 ポインティング技術
軽量化、低コスト化、

長寿命化

低コスト化

　　　高効率半導体開発

フェーズドアレイ高効率化 　　大規模アレイ技術
軽量化、低コスト化、

長寿命化

軽量化、低コスト化、
長寿命化

コンセプトディフィニッションスタディ

自動展開・組立技術 軽量化、低コスト化

低コスト化　　　高効率化

　　　高効率化、軽量化

大型構造物
組立実証

現状レベル

効率：90%

効率：65%

km級ロボット組立技術

L-SSPS

地上実証試験IV
・エネルギー伝送実験
地上→地上
地上→飛行機、飛行船
送電電力：10万kW
送電距離：数km～10km
・大型構造物組立

重量：2g/W以下
ラジエータ長：100m

軽量化・大型化 展開・組立性向上 100m級 低コスト化・長寿命化

システムアーキテクチャスタディ

経済性・環境・安全性評価

重要技術項目

人工衛星開発・利用に必要な技術力の強化（エネルギー利用に必要な技術力の強化）



宇宙分野の技術ロードマップ（12／18） ロケット・輸送系（1/5）

大型ロケット

中小型型ロケット

再使用型ロケット

FY2005 FY2006 FY2007 FY2008 FY2009 FY2010 FY2011 FY2012 FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2025
FYH17 FYH18 FYH19 FYH20 FYH21 FYH22 FYH23 FYH24 FYH25 FYH26 FYH27 FYH28 FYH29 FYH30 FYH31 FYH32 FYH33 FYH34 FYH35 FYH36 FYH37

軌道間輸送機

軌道上回収システム

システム技術

ミッションマイルストーン

再使用型ロケット

整備・点検自動化技術
 （ヘルスモニタリング技術）

大型ロケット(H-IIA, B)
日本の基幹ロケット、
自在性・自律性を確保
技術の高度化・高信頼性化

中型ロケット(GX)
将来輸送系の多様性の確保
宇宙技術の産業化
（低コスト、高信頼性、高度化）
中小型衛星需要に対応

小型ロケット
（観測ロケットを含む）
固体ロケット技術の維持

システム高信
頼化技術

技術課題技術分野

世界の主要ロケットの状況
(Commercial Space Transportation: 2006 Year In
Reviewより）

大目標

事前保証技術の確
立

 検証技術の高度化

ロバスト設計

最適冗長化

有人輸送にも対応可能なシステムの確立

基幹ロケット群の確立と多様なミッションへの対応 基幹ロケット群の活用と再使用型システムの確立

静止軌道
H-IIA 202X, 現在運用中
GTO4-6ton級

静止軌道
H-IIB, GTO8ton級

静止軌道
GTO10ton級（二段大型化）

低軌道25ton級
（JAXA H-IIA派生型ロケット）

太陽同期軌道
2ton級

静止軌道
GTO1.6ton級

静止軌道
GTO1.9ton級

太陽同期軌道
3ton級

低軌道　2ton級
M-V: FY2006まで運用 低軌道　2ton以下級

低軌道　100kg級
低軌道　200kg級

 計算機シミュレーション技術の高度化
 (環境シミュレーション技術の確立等）

信頼性評価技術（全システム適用）信頼性評価技術（重要システム適用）

      検証試験技術の高度化
(ロケット全機試験範囲の拡大/検証設備開発等 )

検証試験技術の高度化
（民生品利用アビオニクスシステム試験範囲の拡大/検証設備開発等）

計算機シミュレーション技術の高度化
 (アンテナパタン/リンク解析モデル精度向上等）

検証試験技術の高度化
（誘導制御系試験範囲の拡大/検証設備開発等）

計算機シミュレーション技術の高度化
 (エンジンシミュレータ[燃焼効率予測]高度化等）

開発済み技術／コンポーネントを適用／
改良し最適システムの開発

システムを各開発フェーズで高度化
（全システム適用）

システムを各開発フェーズで高度化
（重要システム適用）

設計検証技術の高度化（ヴァーチャルプロトタイピング等）

ミッション成功率 ９５％以
上

ミッション成功率 ９７％以上

クリティカルシステムの開発リスク低減 サブシステムレベルの開発リスク低減 システムレベルの開発リスク低減

アビオニクス・システム開発高度化 （リスク低減）等ステージ開発高度化（リスク低減）等エンジン開発高度化（リスク低減）等

クリティカルシステム冗長化 冗長範囲の拡大 誘導・制御系３重冗長化
制御系機器軽量化、処理速度高速化、

判断アルゴリズムの確立
機器軽量化、ハーネス軽量化、
センサ耐ノイズ性向上

冗長系統最適化、クリティカル機器軽量化

整備期間・運用コスト削減 １０％ 整備期間・運用コスト削減 １５％ 整備期間・運用コスト削減 ２０％

異常検知アルゴリズムの確立
（再使用ロケット用）

液体ロケット用異常検知アルゴリズムの確立

部品交換最適化技術の確立点検結果自律判断技術の確立

故障予測技術の確立

自動点検システム

ヘルスモニタリング

射場設備／ロケット計測自動化技術の確立

高速計測技術の確立

固体ロケット用異常検知
アルゴリズムの確立

構造・固体ロケットのインテリジェント化
（損傷・欠陥、異常の自動検出）

低コスト回収システム

低コスト回収システムの大型化

サブスケール実験機
（飛行実験）

実験機
（飛行実験）

部分再使用型/実証機

軌道間輸送機
実証機

再使用型
軌道間輸送機

HTV

軌道上回収
（USEF開発完）

LEO(t) GTO(t) 過去10年間の成功率

Delta 2 6.1 2.2 99%(71/72)

Delta 4 13.4 7.0 100%(7/7)

Atlas 5 20.5 8.7 100%(8/8)

Zenit 3SL 15.2 6.1 96%(22/23)

Proton K 19.8 4.4 94%(61/65)

Arian 5 17.3 10.5 97%(28/29)

Long March 3B 13.6 4.5 100%(6/6)

GSLV 5.0 2.5 75%(3/4)

LEO(t) GTO(t) 過去10年間の成功率

Shuttle 23.4 5.7 100%(37/37)

LEO(t) 過去10年間の成功率

Pegasus XL 0.4 100%(23/23)

Rockot 1.9 88%(7/8)

Dnepr 3.7 86%(6/7)

Vega 1.5 2007年初飛行予定

有
人
輸
送
に
も
対
応
可
能
な
シ
ス
テ
ム
の
確
立

△Ares I(LEO:25t)
　Ares V(LEO: 130t)

重要技術項目

(提供:NASA)



宇宙分野の技術ロードマップ（13／18） ロケット・輸送系（2/5）

FY2005 FY2006 FY2007 FY2008 FY2009 FY2010 FY2011 FY2012 FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2025
FYH17 FYH18 FYH19 FYH20 FYH21 FYH22 FYH23 FYH24 FYH25 FYH26 FYH27 FYH28 FYH29 FYH30 FYH31 FYH32 FYH33 FYH34 FYH35 FYH36 FYH37

軌道間輸送機

軌道上回収システム

ミッションマイルストーン

再使用型ロケット

大型ロケット(H-IIA, B)
日本の基幹ロケット、
自在性・自律性を確保
技術の高度化・高信頼性化

中型ロケット(GX)
将来輸送系の多様性の確保
宇宙技術の産業化
（低コスト、高信頼性、高度化）
中小型衛星需要に対応

小型ロケット
（観測ロケットを含む）
固体ロケット技術の維持

技術課題技術分野

静止軌道
H-IIA 202X, 現在運用中
GTO4-6ton級

静止軌道
H-IIB, GTO8ton級

静止軌道
GTO10ton級（二段大型化）

低軌道25ton級
（JAXA H-IIA派生型ロケット）

太陽同期軌道
2ton級

静止軌道
GTO1.6ton級

静止軌道
GTO1.9ton級

太陽同期軌道
3ton級

低軌道　2ton級
M-V: FY2006まで運用 低軌道　2ton以下級

低軌道　100kg級
低軌道　200kg級

低コスト回収システム

低コスト回収システムの大型化

サブスケール実験機
（飛行実験）

実験機
（飛行実験）

部分再使用型/実証機

軌道間輸送機
実証機

再使用型
軌道間輸送機

HTV

軌道上回収
（USEF開発完）

使い切り
ロケット

新推薬（LNG等）エン
ジン技術

推進系弁類高信頼
化技術

液体ロケット
エンジン

推進技術

固体ロケットモータ技術

推力制御（スロットリ
ング）技術

推薬制御技術

エンジンクラスタ技術

従来推薬エンジン技
術

姿勢制御技
術

ポストブーストステー
ジ

故障率：ミッション成功率９５％以上相当 ミッション成功率 ９７％以上

大型LNG弁信頼性向上

推進系弁類高信頼化（全アイテム適用）推進系弁類高信頼化（重要アイテム適用）

大型LNG弁（LNG流量: 60kg/s）の開発

小型LNG弁高信頼化（LNG流量: １kg/s）、MEMS技術LNG主推薬弁等高信頼化（LNG流量: 6kg/s）

比推力：315秒
上段エンジン
能力向上 推力： ２０トン級、比推力： ３６０秒強

大型化／構造簡素化（軽量化）／
エンジンサイクル最適化

ＬＮＧターボポンプ／
燃焼器技術の確立

安定燃焼技術/BP技術の確認

エンジン小型化　推力１トン 推力1.5トン級、比推力345秒強、
再使用 １００回以上

      燃焼効率向上、高耐熱化、バルブ高信頼化軽量化・小型化、燃焼室耐熱化

大推力エンジン　 推力100トン級、比推力 310
秒強

再使用 １０回以

信頼性向上／再使用性／
構造簡素化

大型化／高圧ターボポンプ／燃焼器技術

大推力エキスパンダエンジンの開発
推力100～200tonf、比推力440秒程

ロバスト設計技術、大型燃焼器の精密加工技術

推力２０tonf～級、比推力４６０秒以上

上段エンジン高性能化　高熱負荷燃焼器設計技術

２基クラスタ ３基～クラスタ

推薬マネジメント技術 スロットル制御技術

対象推薬量 10トン級 精度向上（大推薬量[200トン級]対応）

対応機器開発、制御精度向上残推薬最小化制御技術の確立

推力１0トン級のスロットル制御 推力100トン級のスロットル制御

大推力スロットリング用弁/燃焼器技術推力制御技術（要素・制御）

成功率９５%

高信頼化

小型モータ軽量化/
低コスト化 20%

中型モータ軽量化/低コスト化 20% 大型モータ軽量化/低コスト化 20%

大型一体成形の確立、複合材強度向上中型一体成形の確立、複合材強度向上
モータケース一体成形技術の確立、

複合材強度向上

主推力2kN級エンジン

無毒推進系を用いたOMS/
RCS結合ステージ技術の確立



宇宙分野の技術ロードマップ（14／18） ロケット・輸送系（3/5）

FY2005 FY2006 FY2007 FY2008 FY2009 FY2010 FY2011 FY2012 FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2025
FYH17 FYH18 FYH19 FYH20 FYH21 FYH22 FYH23 FYH24 FYH25 FYH26 FYH27 FYH28 FYH29 FYH30 FYH31 FYH32 FYH33 FYH34 FYH35 FYH36 FYH37

軌道間輸送機

軌道上回収システム

ミッションマイルストーン

再使用型ロケット

大型ロケット(H-IIA, B)
日本の基幹ロケット、
自在性・自律性を確保
技術の高度化・高信頼性化

中型ロケット(GX)
将来輸送系の多様性の確保
宇宙技術の産業化
（低コスト、高信頼性、高度化）
中小型衛星需要に対応

小型ロケット
（観測ロケットを含む）
固体ロケット技術の維持

技術課題技術分野

静止軌道
H-IIA 202X, 現在運用中
GTO4-6ton級

静止軌道
H-IIB, GTO8ton級

静止軌道
GTO10ton級（二段大型化）

低軌道25ton級
（JAXA H-IIA派生型ロケット）

太陽同期軌道
2ton級

静止軌道
GTO1.6ton級

静止軌道
GTO1.9ton級

太陽同期軌道
3ton級

低軌道　2ton級
M-V: FY2006まで運用 低軌道　2ton以下級

低軌道　100kg級
低軌道　200kg級

低コスト回収システム

低コスト回収システムの大型化

サブスケール実験機
（飛行実験）

実験機
（飛行実験）

部分再使用型/実証機

軌道間輸送機
実証機

再使用型
軌道間輸送機

HTV

軌道上回収
（USEF開発完）

輸
送
系

アビオニクス技術 民生部品利用技術

モジュール化技術

機器統合低コスト化技術

音響緩和技術

衝撃緩和分離機構

構造・機構技術 構造 高性能・低コスト構造
技術

軽量化構造（金属）
技術

衛星環境緩
和技術

ペイロード制震技術

軽量複合材フェアリ
ング

分離機構 空中発射用分離機
構

複数衛星分離機構
（複数小型衛星打上
げ対応）

低コスト化10%、重量軽減10% 低コスト化20%、重量軽減20%（タンク構造） 低コスト化20%、重量軽減20%（一般構造）

一体成型技術（複雑形状構造への適用）

複合材タンク／樹脂ライナー一体成形技術複合材タンク／メタルタンクライナ低コスト化技術

一体成型技術（中規模構造（φ3ｍ程度）適用）

複合材一体成型技術

複合材一体成型技術
（小型構造（φ１ｍ程度））

極低温複合材タンク実用化技術の
確立

重量軽減15%

軽量化、干渉回避技術／運用技術の確立

空中発射用機体/ロケット分離機構技術の確立

Al-Li合金適用タックの開発

干渉回避技術、
低衝撃分離機構の確立

軽量・水没性のある新材料開発

制振装置

大型衛星用、制御系の高速化、
アルゴリズムの改良

大型化(中小型衛星
用)

超小型衛星用、軽量化

軽量化、水没
性

空中発射分離機構の確
立

衛星保持数；３機 衛星保持数；５機以上

50Hzで1/50に振動低減 15%軽量化 大型衛星対応、共振応答の30％低減

音響レベル 3dB低減、
他商業ロケットと同等レベル 音響レベル 4dB低減

衝撃緩和分離機構

音響緩和装置

アクティブ消音制御音響緩和

中型ロケット用衝撃緩和分離機
構

衝撃緩和技術の確立

最大衝撃 １０００G、商業ロケットと同等レベル

標準化

民生部品利用 再使用型ロケット用異常検知、
制御用パッケージの確立

民生品利用（コスト低減 １５％）

　　　　　　　　　　　　　モジュール化

民生部品利用 飛行中モニタ用パッケージの確
立

民生部品利用
ロケット搭載性確認手法の確立

完全モジュール化

民生部品評価
技術の確立

機器統合（コスト低減 １５％)

高集積技術／EMC評価技術の高度化、
MEMS技術

コスト削減１
０％

コスト削減 ２５%コスト削減 ２０%

コスト削減 ２０%

コスト削減 ２０%



宇宙分野の技術ロードマップ（15／18） ロケット・輸送系（4/5）

FY2005 FY2006 FY2007 FY2008 FY2009 FY2010 FY2011 FY2012 FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2025
FYH17 FYH18 FYH19 FYH20 FYH21 FYH22 FYH23 FYH24 FYH25 FYH26 FYH27 FYH28 FYH29 FYH30 FYH31 FYH32 FYH33 FYH34 FYH35 FYH36 FYH37

軌道間輸送機

軌道上回収システム

ミッションマイルストーン

再使用型ロケット

大型ロケット(H-IIA, B)
日本の基幹ロケット、
自在性・自律性を確保
技術の高度化・高信頼性化

中型ロケット(GX)
将来輸送系の多様性の確保
宇宙技術の産業化
（低コスト、高信頼性、高度化）
中小型衛星需要に対応

小型ロケット
（観測ロケットを含む）
固体ロケット技術の維持

技術課題技術分野

静止軌道
H-IIA 202X, 現在運用中
GTO4-6ton級

静止軌道
H-IIB, GTO8ton級

静止軌道
GTO10ton級（二段大型化）

低軌道25ton級
（JAXA H-IIA派生型ロケット）

太陽同期軌道
2ton級

静止軌道
GTO1.6ton級

静止軌道
GTO1.9ton級

太陽同期軌道
3ton級

低軌道　2ton級
M-V: FY2006まで運用 低軌道　2ton以下級

低軌道　100kg級
低軌道　200kg級

低コスト回収システム

低コスト回収システムの大型化

サブスケール実験機
（飛行実験）

実験機
（飛行実験）

部分再使用型/実証機

軌道間輸送機
実証機

再使用型
軌道間輸送機

HTV

軌道上回収
（USEF開発完）

デブリ発生防止技術

エアロキャプチャ技術

検査補修技術

推進技術

再突入・回収技術

軌道間
輸送機

再使用型
ロケット

軌道制御技術

システム技術

ストラブルエンジン高
性能化（比推力向
上）技術

燃料移送・保管・給
油技術

推進技術

化学ロケット
エンジン

非化学ロケッ
トエンジン

電気推進性能向上
技術

無毒推進系技術

誘導航法システム高度化

電波系機器高度化技術

従来推薬エンジン技
術

高性能熱防御システム技術

液体ロケット
エンジン

デブリモニタリング／ヘルスチェック
技術

再突入安全化技術

アボート技術（フルタイム）

伝送能力向上

複合航法ジャイロ性能向上初期アライメント技術の確立
アビオ機器自己診断技術の確立
/搭載計算機の性能向上

部品最新化、耐環境性向上

整備期間短縮 30% 投入精度 傾斜角： ±0.15度 (太陽同期軌道）
投入精度 ±8km、

±0.1度
投入精度 ±1km、
±0.01度

耐環境性向
上

送信性能向上

落下制御技術

材料最適化/破砕技術-落下時の完全燃焼対応

再突入/飛行安全対応

材料最適化/破砕技術 - 落下時の完全燃焼

衝突確率 10
-5
以  破片運動エネルギー 5J以下 （地表到達時）

 デブリモニタ サイズ 0.05mm以
上

ヘルスマネジメント

アボート技術（フルタイム）

エンジンのヘルスモニタ・保全技術燃焼器寿命評価技術

高性能熱防御システム

ヘルスモニタリング技術

 フルタイムアボート

100回以上の再使用性 航空機エンジン並みの運用性

10%軽量化  大型化、回収重量500kg
、

ヘルスモニタ項目特定/基礎データ取得  ヘルスマネジメント技術の確

デュアルモード
噴射技術の確立

電力源開発

推薬管理技術、断熱技術、極低温推薬安定移送技術の確立

統合ステージ化技術
（スラスタ/エンジン）

推力向上；数10kN

宇宙空間での推薬マネジメント技術

電極技術、超高電圧技術

推薬保持技術、安定移送技術の確立

安定燃焼技術の確立

ホールスラスタ高推力化

ＭＰＤアークジェットスラスタ高比推力化

小型・高圧・高耐食性ポンプ技術、スムーズな起動/停止特性の確立高耐熱材料

再使用OTVへの適用軌道制御の実証軌道制御方式要素技術

推力 400ｍＮ
比推力 1500秒

エンジン/
スラスタ統合

推力 500ｍＮ
比推力 5000秒

安定燃焼、推力;スラスタ １N ～、エンジン １kN ～ 統合、軽量化推力；エンジン10kN～

比推力 335秒以
上

比推力350
秒

ストラブル推薬安定移
送

極低温推薬移
送

エアロキャプチャ技術の確立 再使用技術の確立

再
使
用
型
シ
ス
テ
ム
の
確
立



宇宙分野の技術ロードマップ（16／18） ロケット・輸送系（5/5）

FY2005 FY2006 FY2007 FY2008 FY2009 FY2010 FY2011 FY2012 FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2025
FYH17 FYH18 FYH19 FYH20 FYH21 FYH22 FYH23 FYH24 FYH25 FYH26 FYH27 FYH28 FYH29 FYH30 FYH31 FYH32 FYH33 FYH34 FYH35 FYH36 FYH37

軌道間輸送機

軌道上回収システム

ミッションマイルストーン

再使用型ロケット

大型ロケット(H-IIA, B)
日本の基幹ロケット、
自在性・自律性を確保
技術の高度化・高信頼性化

中型ロケット(GX)
将来輸送系の多様性の確保
宇宙技術の産業化
（低コスト、高信頼性、高度化）
中小型衛星需要に対応

小型ロケット
（観測ロケットを含む）
固体ロケット技術の維持

技術課題技術分野

静止軌道
H-IIA 202X, 現在運用中
GTO4-6ton級

静止軌道
H-IIB, GTO8ton級

静止軌道
GTO10ton級（二段大型化）

低軌道25ton級
（JAXA H-IIA派生型ロケット）

太陽同期軌道
2ton級

静止軌道
GTO1.6ton級

静止軌道
GTO1.9ton級

太陽同期軌道
3ton級

低軌道　2ton級
M-V: FY2006まで運用 低軌道　2ton以下級

低軌道　100kg級
低軌道　200kg級

低コスト回収システム

低コスト回収システムの大型化

サブスケール実験機
（飛行実験）

実験機
（飛行実験）

部分再使用型/実証機

軌道間輸送機
実証機

再使用型
軌道間輸送機

HTV

軌道上回収
（USEF開発完）

飛行管制技術

設備高度化（知能化）技術

宇宙ベース管制技術

海上発射技術

打上環境緩和技術

帰還・着陸設備技術

軌道上回
収システム

射場設備・
飛行管制・
帰還着陸
設備

射場設備技術

無害化技術

通信・管制技術

再突入・回収技術 高性能熱防御システム技術

検査補修技術

自律再突入飛行技術

陸上回収技術

回収技術

空中発射管制技術

部分再使用型ロケット管制技術

欠陥・損傷の自動検出技術確立

大型成型技術の確立アブレータ軽量化技術

ヘルスモニタリング技術

揚力型カプセル誘導制御＋ターミナル誘導技術 （着地点精度 100×100 m)揚力型カプセル誘導制御技術 （着地点精度 20×20km)

10%軽量化
大型化、回収重量500kg 、

 繰り返し使用

ヘルスモニタ項目特定/基礎データ取
得

 ヘルスマネジメント技術の確立

着地点精度
20 20

 着地点精度　100×100m

軟着陸技術 （洋上回収と同レベルの着地衝撃）

 着地衝撃 洋上回収レベル以下

ロケット搭載航空機上での
自律管制

衛星経由ロケットコマンド送信技術の確立
（耐環境性小型コマンド受信機の開発）

再突入・回収時管制技術の確立

複数段同時管制技術の確立

追跡管制航空機による管制

　海上発射
（射点設備/発射管制/衛星整備の統合設備化技術）

打上環境（音響）緩和

設備高度化（アンビリカル高機能化）

準天頂衛星によるロケット航法技術の確立
（準天頂衛星受信装置の開発）

衛星経由データ受信技術の確立、送信機の開
発

海上射点

　音響／振動緩和射点

　設備高度化

GPS/INS複合航法技術の確立

　ダウン・クロス
　　レンジ誘導技術

定点誘導型
パラフォイルシステムの開発

無毒エンジン/スラスタ統合推進系の開発 燃料廃液自動処理技術の開発

耐プラズマシース　衛星通信システムの開発 航空機／宇宙機間連携管制の確立

1年中打上げ可能

外部音場3～5dB低減 他商業ロケットと同等レベル

設備保守・点検コスト　１０%削減     ターンアランド期間

宇宙ベース管制の確

航空機ベース管制の確

再使用ロケット管制の確立

定点着陸技術の確立

無毒推進系システムの確立 帰還後処置技術の高度化

通信ブラックアウト回避技術の確立 航空機並みの運用性の獲得



宇宙分野の技術ロードマップ（17／18） 有人宇宙（1/1）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 　 2020 2021 2022 2023 2024 2025

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 平成32 平成33 平成34 平成35 平成36 平成37

開発管理・システム統
合技術

有人システム設計、維
持機能技術

通信制御
地上通信
電力生成・分配
排熱・分配
軌道制御、姿勢制御、ランデブ・ドッキング
異常検出／自動処置

生命維持・居住技術

生命維持（空気再生技術、空気制御及び供
給技術、温湿度制御技術、水再生及び管理
技術、廃棄物管理技術、火災検知及び消化
技術、食糧供給管理技術、放射線防護技術）
軌道上／地上間コミュニケーション（音声通
話、ビデオ映像）
軌道上運用操作
ハザード制御（警告・警報、緊急帰還）

活動支援技術

軌道上結合・組立
ロボット
エアロック
船外活動技術

実時間運用管制技術

運用システム整備
運用手順開発技術
運用管制要員訓練技術
実運用技術

運用サポート技術
保全・補給技術
実験装置搭載技術

搭乗員養成
募集選抜技術
訓練技術

健康管理技術（宇宙医
学）

生理的対策（骨量減少、筋肉萎縮、心・循環
器系、栄養、免疫機能低下、認知機能）
宇宙放射線被曝管理（線量算定・評価・予
測、線量計測、障害防止、遮蔽）
精神心理支援
船内環境対策（騒音、化学物質、微生物）

健康管理運用
通常時健康管理
飛行時医学運用
引退後健康管理

安全評価・管理技術
有人安全技術要求の設定・維持
安全解析評価技術（ハザードレポート式）
安全設計と評価活動の連携

信頼性管理技術

ソフトウェア独立検証及び有効性確認
信頼性、保全性
部品、材料・工程管理
部品、材料データベースの構築
品質保証
ハザードレポート

ミッションマイルストーン

有人安全技術

有人運用技術

技術分野

大規模システム統合技術
開発管理技術
有人システム設計要求・基準
有人システム検証技術

搭乗員関連技術

有人施設技術

技術課題

有人宇宙

年度

JEM・HTV運用を通じた有人運用技術の修得
JEM等開発を通じた技術蓄積

次期有人宇宙活動への展開の判断

日本人宇宙飛
行士の月面短
期滞在

JEM運用を通じた有人実運用技術の修得
計画・手順設定、訓練、運用実施、危機管理
国際間連携運用（ISS搭乗員、地上要員）

緊急時対応手法（危険回避、トラブル措置、回復）

長期運用に伴うJEM機能維持・向上
保全修理、補給技術、開発技術の確認→知見の修正→開発技術への反映

JEM等開発を通じた技術蓄積
JEM与圧部、曝露部、ロボットアーム、補給

部、
ラック、実験装置／供試体、
セントリフュージ、HTV

部品点数200万点にもなる
大規模システムの開発

JEM開発を通じた技術蓄積
空気温湿度制御、空気循環、

与圧構造・隕石デブリ防御、照明、
船外視野提供

音声通話、ビデオ映像、警告・警報、
食料供給

JEM開発を通じた技術蓄積
エアロック、ロボットアーム、軌道上結合・組

立

日本人搭乗員養成・訓練

日本人搭乗員の宇宙活動（2週間程度）

JEM運用を通じた有人運用技術の修得、有人拠点開発のための技術開発

JEM開発を通じた技術蓄積

JEM開発を通じた技術蓄積

日本人搭乗員の軌道上長期滞在・健康管理（3～6ヶ月程度）
遠隔医療、放射線管理
宇宙医学データ蓄積

長期運用に伴うJEM機能維持・向上
保全修理、補給技術

開発技術の確認→知見の修正→開発技術への反映

JEM補給部、与圧部、
曝露部打上げ

基盤技術確立フェーズ 月面拠点準備フェーズ
実用・展開
フェーズ

生命維持技術、居住技術
空気圧力制御、空気再生、空気浄化、水供給、食料供給
排泄物処理、衛生管理、健康管理、居室・睡眠場所、娯楽

ロボット技術
船内活動：飛行士協調・船内作業支援、警告・監視
船外活動：組立、修理、検査等、飛行士船外活動支援

エネルギー技術
太陽光技術、燃料電池

組立技術
宇宙構造物

JEM初期利用
JEM第二期利用

JEM第三期利用

出所：JAXA長期ビジョン

船外活動用宇宙服

日本人宇宙飛行士の月面到達（国際協力）

●有人能力を活用した科学・利用
●拠点構築に向けた準備
－日本人による現場最終確認
－月面での技術実証

2030年頃
我が国の長期滞在拠点完成
●飛行士の常時滞在能力を活
用した本格的科学・利用

HTV打上げ

有人拠点開発のための戦略技術開発

ISS計画を活用した技術実証・獲得

月面拠点有人活動イメージ
●2～3 名程度の日本人宇宙飛行
士が常駐。
●１回の滞在期間は半年程度。
● 宇宙飛行士は、活動支援機器
（ロボット、月面車等）を用いて、有
人能力を活用した月表面の広範な
科学探査を実施するとともに、大規
模観測施設・機器等の調整・保守・
運用等を実施。
● 日本の拠点は、他国の拠点の近
辺に構築し、必要に応じリソース等
を配分、緊急時には相互に協力。

STS搭乗運用を通じた有人運用
技術の修得

日本人搭乗員運用訓練

JEM運用を通じた技術蓄積

JEM運用を通じた技術蓄積

次期国際有人宇宙計画を活用した技術開発（月面拠点の本格的開発）

運用システム整備
運用手順開発
運用完成要員訓練
保全・補給技術開発
実験装置搭載技術

重要技術項目

フロンティア進出による人類の持続的発展



宇宙分野の技術ロードマップ（18／18） 宇宙科学（1/1）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 平成32 平成33 平成34 平成35 平成36 平成37

遠隔探査センサ技術

ペネトレータ技術

着陸探査センサ技術

着陸・離陸技術

軌道・航行技術

ロボット技術

高度通信技術

越夜技術

月面基地技術

惑星探査
ソーラー電力セイル技
術

磁気プラズマセイル技
術

深宇宙航行技術

試料採取技術

惑星上移動技術

惑星探査エネルギー技
術

太陽系探査

宇宙からの全太陽史
生命を育む環境の解
明

ミッションマイルストーン

月
・惑星探査

編隊飛行技術

月・惑星共通

太陽地球系
プラズマ環
境観測

プラズマ計測技術

極端紫外線望遠鏡技術

可視光磁場望遠鏡技術

Ｘ線望遠鏡技術

月探査

太陽観測

宇宙観測

宇宙からの全宇宙史
宇宙の正体の解明

技術分野 技術課題

ミッションマイルストーン

月面天文台技術

重力波望遠鏡技術

編隊飛行技術

X線/γ線望遠鏡技術

赤外線望遠鏡技術

電波望遠鏡技術

系外惑星探査望遠鏡技術

　　　　　　耐低温技術

　　　　　　　　　　　基礎開発研究

　　　　　　　　　　　基礎開発研究

月・惑星内部構造

Ｘ線分光計、γ線分光計、中性子分光計、マルチバンドイメージャ、ステレオカメラ、
高度計、磁力計、地下探査レーダー、ダスト分析器、放射線計測器

広帯域・広ダイナミックレンジ波動受信機、電子・イオン高速分析器、
プラズマ撮像技術、高速・高精度磁力計、高速中性粒子計測技術

月・惑星表面貫入技術、耐高衝撃技術、ペネトレータ通信技術

　　　　　　α線検出器、陽子線検出器、質量分析器、地震計、天測望遠鏡

　　　　着陸：着陸センサ(高度･対地速度、ＩＭＵ）、着陸誘導制御、画像処理、着陸機構（脚、衝撃吸収）

　　　　Ｘ線望遠鏡技術

　　　　　可視光磁場望遠鏡技術

　　　　極端紫外線望遠鏡技術

　　　　小型衛星編隊飛行技術

　　　　　　超薄膜展開技術、薄膜太陽電池技術、高性能イオンエンジン技術

試料採取、保存、回収、分析技術

多層膜スーパーミラー技術、偏光測定技術、冷却技術
高エネルギー（硬Ｘ線、軟γ線）・高分解能・高分光能力センサー技術

数十GHz帯高周波受信機、冷却受信機、10m級大型展開アンテナ技術

望遠鏡編隊飛行

　　　可視光高コントラスト観測技術、赤外線干渉計技術

　　　　　　ドラッグッフリー衛星技術、ヘテロダイン検出技術

ASTRO－EII

X線 ASTRO－F

年度

赤外

ASTRO-G (VSOP－２)

電波

NeXT

宇宙の今を知る
あまねく宇宙に存在する銀河、あまねく宇宙に存在するブラックホール、あまねく宇宙に存在する星・惑星系、宇宙での物質の存在形態と循環

宇宙の生い立ちを知る
宇宙で最初の星・惑星系、宇宙で最初のブラックホール、第２の地球とその誕生過程、膨張宇宙の根源：ダークエネルギー

SPICA:口径3m望遠鏡、L2点

JASMINE（位置天文衛星）赤外

近赤外
JTPF（干渉型高解像度望遠鏡）

可視or 赤外干渉計

大口径冷却望遠鏡技術、高感度・高解像度赤外線センサー技術

位置観測技術

重力波望遠鏡

編隊飛行望遠鏡

●宇宙のたどった道筋
●宇宙の未来
●地球外生命の探索

MUSES-C (HAYABUSA)

小惑星探査

太陽系の今を知る
月が教える地球の進化、金星・水星・火星・姉妹惑星の素顔、近傍小惑星・地球の原材料、太陽そして支配される地球圏

太陽系の生い立ちを知る
火星・金星・地球になれなかった訳、木星・太陽系最大の惑星の素顔、小惑星・彗星に探る太陽系の創成、太陽・地球圏と宇宙を結ぶ法則

HAYABUSA-2

SOLAR-B

太陽観測

SELENE

月

オーロラ、小型衛星

INDEX

GEOTAIL

磁気圏

EXOS-D

オーロラ

PALANET-C

 金星 BepiColombo

 水星

SELENE-2 SELENE-3

ソーラーセイル

 木星型惑星

SCOPE（編隊飛行）

太陽・惑星環境多点観測

JEM/MAXI

太陽系辺境

彗星・原始小惑星サンプルリターン

金星気球・火星飛行機

離陸：エンジン、誘導制御

ＩＭＵ，恒星ｾﾝｻ、誘導制御、自動ＲＶＤ，自律軌道制御、フォーメーションフライト、スイングバイ技術、電気推進系

力センサ、力制御、小型カメラ、画像処理（物体認識）,障害物検知･回避、自律歩行（走行）、多体協調作業(ＡＩ、相互情報交換、協調作業等）、
各種作業ツール（掘削、建築等）、高機能バッテリ、遠隔操作

大容量データ記録、大容量･高速データ伝送

極低温耐性、長時間保温、熱源、小型原子力発電装置、電力伝送技術、低温耐性型バッテリ等

構造物組立技術、資源探査技術、ローバ技術

　　　　　　プラズマ噴射による磁気セイル技術

軌道決定、軌道計画、誘導制御技術

試料採取、保存、回収、分析技術

　　　　　惑星気球技術、火星飛行機技術、低重力表面移動技術

●生命を育む「惑星系」の条件
●太陽系全域への到達
●宇宙における太陽系、その普遍性
●惑星太陽と地球、その未来

広帯域・広ダイナミックレンジ波動受信機、電子・イオン高速分析器、
プラズマ撮像技術、高速・高精度磁力計、高速中性粒子計測技術

広帯域・広ダイナミックレンジ波動受信機、電子・イオン高速分析器、
プラズマ撮像技術、高速・高精度磁力計、高速中性粒子計測技術

Ｘ線分光計、γ線分光計、中性子分光計、マルチバンドイメージャ、ステレオカメラ、
高度計、磁力計、地下探査レーダー、ダスト分析器、放射線計測器

Ｘ線分光計、γ線分光計、中性子分光計、マルチバンドイメージャ、ステレオカメラ、
高度計、磁力計、地下探査レーダー、ダスト分析器、放射線計測器

　　　　　RTG、新型燃料電池、新型太陽電池、新型蓄電池

硬X線

月探査ミッションへ

重要技術項目

フロンティア進出による人類の持続的発展



宇宙分野の技術戦略ロードマップ

■補足説明資料

参考資料

1

宇宙分野の技術戦略ロードマップ

宇宙利用ミッション

衛星を利活用して、国民や社会へ質の高い
サービス・製品を提供。

宇宙分野技術戦略の全体像

地球観測地球観測 通信・放送通信・放送

測位航行測位航行 エネルギー利用エネルギー利用

基盤技術の底上げ、競争力強化
標準衛星バス高度化、宇宙部品産業基盤強化

宇宙環境利用宇宙環境利用

我国の宇宙産業の国際競争力の
強化と宇宙利用を通じて国民生活
の質の向上へ

宇宙の開拓、人類の発展。

太陽系探査太陽系探査有人活動有人活動

天文観測天文観測

宇宙活動を支えるインフラストラクチュア

打上げロケット打上げロケット 軌道間輸送機軌道間輸送機

軌道上ステーション軌道上ステーション

データ・ネットワークデータ・ネットワークサービスロボットサービスロボット

安全保障安全保障

地上設備地上設備

国際市場のシェア拡大国際市場のシェア拡大

利用産業の市場拡大利用産業の市場拡大

国家基幹技術の維持
我が国の自律性の確保

国際貢献、国際的な地位の確立

国家基幹技術の維持
我が国の自律性の確保

国際貢献、国際的な地位の確立



衛星基盤技術分野

3

宇宙分野の技術戦略ロードマップ

基盤技術の利用が想定される主な分野

通信
・放送

測位
地球
観測

エネルギー
利用

科学
観測

環境利用
・デブリ回収

1～2トン級静止衛星バス
3～4トン級静止衛星バス

構体系技術 低熱歪構体技術 ◎ ○
熱制御系技術 高排熱技術 ◎ ◎
電源系技術 高電力効率化・高蓄電効率化 ◎ ○ ◎

姿勢・軌道制御系技術
高速マヌーバ・姿勢決定技術・高精度軌
道制御技術・制御アルゴリズム

◎ ○ ○

大容量データ記録技術 ◎ ○ ○
高速大容量データ伝送技術 ◎ ◎ ○ ○
高性能ＭＰＵ・高密度メモリ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ○
フォーメーションフライト ◎ ◎ ○
コンステレーション運用 ○ ◎ ◎ ○
軌道上リコンフィギュレーション ◎ ○ ○ ○
宇宙機制御技術
（自律化・高知能化・統合化）

○ ◎ ◎ ○

高精度時刻管理技術 ◎ ○ ○
標準バスの開発／開発手法
衛星内情報系
先進的アーキテクチャ
冗長系、信頼性、V&V(評価・検証）
小型・軽量化 ○ ○ ◎ ○ ◎ ○

ソフトウエア化 ○ ○ ○ ○ ○ ○

民生部品・民生技術活用 ○ ○ ○ ○ ○ ○
シミュレーション高度化技術 ◎ ◎ ○ ○ ◎
コンステレーション管制 ○ ◎ ◎ ○
テレメトリ・コマンド相互運用機能 ○ ○ ◎ ◎
運用の自動化、自律化、無人化 ◎ ◎ ◎ ○ ○
最適化計画立案 ◎ ◎
バス運用との融合 ◎ ◎
多重化 ○ ○ ○ ○ ○
複数アンテナによる深宇宙電波受信 ◎

○：対象となる技術の利用が想定される分野 ◎：特に関連が強い分野

追跡管制技術

ミッション運用技術

地球局・端末技術

地上技術

○ ○ ○ ○アーキテクチャ技術 ○ ○

静止衛星バス最適化・高度化技術

ミッション最適化・高度化技術

共通技術

技術課題

バス系技
術

データ処理
・通信系技術

主な利用分野

◎
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

地上技術

追跡･管制技術

受信技術（受信局･端末）

ミッション運用技術

追跡管制システム

ミッション管制システム

海外衛星

海外の宇宙機関・
宇宙事業者

地球観測衛星･
測位衛星等の
コンステレーション

配信データ

深宇宙宇宙機

海外衛星との
テレメトリ･コマンド
相互運用

多重化による
周波数有効利用

コンステレーション
管制

複数アンテナによる
深宇宙電波受信

バス・ミッション運用
統合

危機管理の上位戦略と
リンクした計画最適化

データ解析技術

ミッションデータの
高速／リアルタイム処理

配信

テレメトリ･
コマンド

テレメトリ･
コマンド，
観測データ

5

宇宙分野の技術戦略ロードマップ

技術課題（1／2）

静止衛星バスの小型軽量化によるペイロード比率の向上、大電力、高排熱化、長寿
命化を図り、国際的な市場競争力を高める。

1～2トン級静止衛星バス用技術静止衛星バス最適化・高
度化技術 3～4トン級静止衛星バス用技術

測位ミッションや高精度観測ミッションの要求に対応し、衛星時刻を高精度で管理
する。

高精度時刻管理技術

衛星、センサ運用の自動化、自律化、衛星故障箇所分離の自動化、コンステレー
ション運用における故障時における再編成の自動化等を経て、自らが計画し学習機
能を有する自動化運用を実現する。

宇宙機制御技術
（自律化・高知能化・統合化）

打ち上げ後のミッション要求の変更に対応したり、推進モジュールの追加による延
命を可能にしたりすることで、新規衛星を製造し打ち上げる分のコストを削減する。
ミッション要求変更への対応、ミッション期間延命への対応および故障時の軌道上
変更によるロバスト化。

軌道上リコンフィギュレーション

複数衛星間の相対的な位置や姿勢を制御し、複数機が協調して飛行しなければ実施
できないミッションを実現する。また、観測頻度向上、連続的なサービス提供、グ
ローバルなサービス提供のため、複数衛星を軌道上に配置する場合の効率的で確実
な衛星運用管理、運用管理アルゴリズム、運用設備開発。

フォーメーションフライト・
コンステレーション運用等

ミッション
最適化・高度化技術

高性能MPU（衛星機能のソフト化、高機能化）、高密度メモリ（データレコーダの
大容量化、小型軽量化）、高機能FPGA、CCD 等民生部品ウェファー活用或いは民
生用とのデュアルユース開発により、タイムリーかつ低価格な部品供給を図る。

高性能MPU・高密度メモリ

高解像度画像による地球観測等のためにミッションデータ量が増大することに対し
て、大容量のデータレコーダにより対応する。また、大容量のデータ配信や、高解
像度画像による地球観測ミッションなど要求に対し、データ圧縮技術も使用しなが
ら、高速大容量のデータ伝送技術で対応する。

大容量データ記録技術・
高速大容量データ伝送技術

データ処理・通
信系技術

地球観測ミッションなどの要求に対して即応性を向上させる。
高速マヌーバ・姿勢決定技術・
高精度軌道制御技術・制御アルゴリズム

姿勢・軌道
制御系技術

ミッション機器の要求に応じて大電力を供給する。高電力効率化・高蓄電効率化電源系技術

通信衛星や観測衛星の高性能化に伴うミッション機器の排熱要求増大に対応する。
将来的には、太陽発電衛星などからの排熱に対応する。

高排熱技術熱制御系技術

地球観測データの高精度化などのため、姿勢センサのアライメント精度の向上に対
応する。

低熱歪構体技術構体系技術

バス系
技術

技術開発の必要性技術課題
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

技術課題（2／2）

複数アンテナによる深宇宙
電波受信

多重化

バス運用との融合

最適化計画立案

運用の自動化、自立化、無
人化

テレコマ相互運用機能
（SLE）

コンステレーション管制
複数衛星のコンステレーション運用に対応するための衛星管制技術の向上を図り、数機から数10機の衛星
群の管制を実現する。

追跡管制技術

衛星共
通地上
システ
ム技術

テレメトリ、コマンド伝送の国際規格である（SLE：Space Link Extension)による追跡管制局の効率的な
ネットワーク化を進め、衛星追跡管制サービスの向上を図る。

衛星および地上系の自動化、自律化を進め、最終的には無人化を実現することにより、運用に必要な要員
を減らし、運用コストを低減する。

電力制約や熱制約などの限られたリソースの範囲で運用される衛星ミッション運用計画を最適化するため
の手法の導入を図る。さらに、危機管理などの上位戦略と整合した最適な衛星ミッション運用計画の立案
を実現する手法を整備する。

ミッション運用
技術

衛星のミッション運用計画立案から、追跡管制までの統合化を図る。

多重化、標準化による周波数の有効利用を促進する。
地球局・
端末技術

設計検証にシミュレーションを活用し、低コスト化と開発期間短縮を実現する。また、試験では実施困難
な条件での評価や、評価条件の組み合わせの充実により、ロバスト性の検証を行う。

シミュレーション高度化技術

共通
技術

冗長系、信頼性、

V&V(評価・検証）

先進的アーキテクチャ

衛星内情報系

標準バスの開発／開発手法
様々なミッションのバラエティに対応できる自由度を確保しつつ、衛星開発を効率的に行うための最適な
種類やサイズの標準バスの設計、開発手法の検討を行う。

アーキテクチャ
技術

衛星内情報系の標準化について、標準化すべき部分と個別に開発を行うべき部分の切り分けを含めた検討、
開発を推進する。

モジュール化を追求した衛星、展開構造をベースとした衛星など、先進的な衛星アーキテクチャについて
検討、開発を推進する。

衛星の信頼性を確保するための冗長系等のアーキテクチャとそれを実証するための評価、検証手法の検討、
開発を推進する。

ハードウェアで実現していた機能をソフトウェアで実現することにより、統合化の効果を補強するととも
に、衛星毎の機能変更を容易にし、開発期間の短縮を狙う。さらに、軌道上での機能変更も可能にし、軌
道上資源の有効利用を実現することで、利用事業全体としてのコスト低減を図る。

ソフトウェア化

衛星の材料､製造、試験に関わるコストと打ち上げコストの低減を狙うと共に、打ち上げ機会の確保を容
易にすることで、複数機でなければ実現出来ないミッションなどの新たな用途を広げる。

小型・軽量化

先進的な民生技術を宇宙に活用することで、部品、材料の低コスト化と高機能化を図る。民生部品等の活
用に係る国際標準化を図るとともに、宇宙用民生部品供給体制の構築を図る。更に、民生部品の日進月歩
の進捗に対応して、継続的に、最新プロセスに対する耐放射線評価の実施、評価システム高度化・効率改
善、軌道上実証実験の実施を推進する。

民生部品・民生技術活用

複数アンテナによる深宇宙探査機との送受信システムの検討、実証を行う。

技術開発の必要性技術課題

地球観測分野
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

地球観測データに対する将来ニーズ

地球環境監視地球環境監視

防災・危機対応防災・危機対応

資源・エネルギー管理資源・エネルギー管理

食料安定供給食料安定供給

生活の質向上生活の質向上

地域環境管理地域環境管理

２０２５年における我が国の課題

地球規模での温暖化・水不足の深刻化
気候変動の影響増大

世界的な資源・エネルギー消費の増大
再生可能エネルギー・資源利用の増加

物質的充足から精神的充足へ変化
高度なユビキタス社会の実現

自然・人為災害の増加
社会不安の増大

安心できる
社会の実現

豊かな
社会の実現

高齢化・人口減少に伴う国土環境の劣化

放棄農地・森林の増加と漁場荒廃
安定生産・供給のため体制強化
食の安全性確保
バイオマスエネルギー生産との競合

必要なイノベーション

高精度な環境監視体制
と予測技術

被害防止・軽減するための
意思決定支援技術

地域環境維持のための
監視・評価技術

バイオマスを含む
資源探査・供給技術の高度
化

省力化技術の導入
精密管理技術の確立
（精密農業、精密林業、精密漁業）

時空間情報の統合利用技術
高度な個人情報の保護技術

知的生活の実現知的生活の実現
オーダーメード・サービス技術個人志向の多様化

知的欲求の向上

9

宇宙分野の技術戦略ロードマップ

産業化促進・国際競争力強化のためのプロジェクト循環

ニーズ 技術開発

技術実証

実利用化

技術の
高度化

観測衛星技術
（センサ、衛星基盤技術）

地上技術
（データ処理・解析技術）

利用技術
（情報提供・利用技術）

情報通信技術
ロボット技術

人間生活技術、等

国益
産業化促進
社会的要求
市場ニーズ

周辺技術の革新
による相乗効果

新
規
ニ
ー
ズ
創
出

ものづくり
技術実証機会
の創出

技術の確立・定着
実用化へのブレー
クスルー

社会・産業基盤システム

社会安全・国際競争力維持の
ために持つべき基幹システム

社会・産業基盤システム

社会安全・国際競争力維持の
ために持つべき基幹システム

民間システム

技術成果のスピンアウト
産業化技術開発・市場開拓

民間システム

技術成果のスピンアウト
産業化技術開発・市場開拓

連携

スピンオフ
定着化

産

官

学

連

携

・

協

力

国

際

連

携

・

協

力

社会の変革

技術革新
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

地球観測技術の方向性

観測衛星技術観測衛星技術

地上技術地上技術

利用技術利用技術

センサ技術

衛星基盤
技術

データ処理・
解析技術

情報提供・
利用技術

：社会・公共システムとの融合化
：新産業創出へ繋がる利用・応用技術の開発と展開

：時空間情報の融合化・高度化

：世界最先端の衛星観測システムの実現と継承

- 観測・衛星運用の高マヌーバビリティ技術
- 観測・衛星運用の自律化・高知能化
- 民生部品・技術利用の促進

- 観測・衛星運用の高マヌーバビリティ技術
- 観測・衛星運用の自律化・高知能化
- 民生部品・技術利用の促進

- グリッド技術による情報共有基盤の確立
- 衛星データと地上データ・空間情報の融合化
- データ流通プラットフォームの確立

- グリッド技術による情報共有基盤の確立
- 衛星データと地上データ・空間情報の融合化
- データ流通プラットフォームの確立

- ユーザに応じたサービス技術の開発
- 情報抽出アルゴリズムの標準化
- 社会システムとの融合化
- 人材育成、民間への技術移転（産業創出）

- ユーザに応じたサービス技術の開発
- 情報抽出アルゴリズムの標準化
- 社会システムとの融合化
- 人材育成、民間への技術移転（産業創出）

- 観測技術とデータの継続性確保
- 将来のキーテクノロジーとなる
高度センサ技術の開発

- 観測技術とデータの継続性確保
- 将来のキーテクノロジーとなる
高度センサ技術の開発

適切なタイミング
での確実な観測

適切なタイミング
での確実な観測

必要とする情報
の確実な抽出

必要とする情報
の確実な抽出

衛星データを
有効活用する社会
の仕組み作り

衛星データを
有効活用する社会
の仕組み作り

我
が
国
の
社
会
・
産
業
基
盤
と
な
る

観
測
シ
ス
テ
ム
の
確
立
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

地球観測システムの将来像

複数軌道の衛星・センサ群による連携観測

航空機・地上観測機器
との統合観測

データ統合技術

高度な情報抽出技術

社会・産業活動における利用

- リスク回避・軽減
- 社会的貢献
- 省力化・低コスト化
- 高品質化
- グローバル化

社会システムとの融合化
利用産業の競争力強化

パーソナル利用

- 個人志向に応じた情報収集・利用
- 精神的な充足
- 情報の差別化
（オーダーメード）

生活の質の向上
知的欲求の充足

地上
システム

利用技術

宇宙
システム

民間観測システム民間観測システム
社会･産業基盤システム社会･産業基盤システム技術実証システム技術実証システム

技術
定着

民間
移転
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

地球観測センサによる観測データの想定される用途

温
暖
化
ガ
ス
等

雲
・
エ
ア
ロ
ゾ
ル

吸
収
源
(バイ
オマ
ス等)

温
暖
化
現
象
（凍
土
溶解
等）

気
象

海
象

土
壌
水
分

地
形
図

土
地
利
用
・
都
市
開
発

エ
ネ
ル
ギ
|
・
鉱
物
資
源

森
林
資
源

農
業
資
源

水
産
資
源

水
資
源

大
気
汚
染

水
質
汚
染

土
壌
汚
染

風
水
害

気象センサ 静止高度 ○ ◎ ◎ ○

グローバルイメージャ ○ △ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

CO2・オゾンセンサ ◎ ◎ △ ○ ○

マルチスペクトルセンサ △ ○ △ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ △

ハイパースペクトルセンサ △ ○ △ ○ ◎ ○ △ △ ○ ○ ○ △

パンクロマティックセンサ △ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ △ △

常時監視センサ 静止高度 ○

能
動
型

レーザ
観測

ライダ 低高度 ○ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ △

受
動
型

○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○

◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ △ ○

◎

◎ ○

◎ ○

◎ ◎ ○

◎：主目的となる利用分野 ○：適用が可能な利用分野 △：条件つきにて利用可能な分野

地図
作成

資源分布把握・
開発生産管理

環境保全

光
学
セ
ン
サ

受
動
型

低空間分解
能光学観測

中空間分解
能光学観測

高空間分解
能光学観測

低高度

気候変動・
温暖化観測

水循環・
気象・海象観測

マ
イ
ク
ロ
波
利
用
セ
ン
サ

低高度
能
動
型

マイクロ波放射計

合成開口レーダ

マイクロ波散乱計

マイクロ波高度計

降水レーダ

測雲レーダ

観

測

用

途

技　術　課　題

13

宇宙分野の技術戦略ロードマップ

技術課題

衛星観測データの多様化・大容量化等への対応および実利用促進の観点から、高速大容量データの処理・保
存・配布技術の開発が必要

高速・大容量データ処理・保存・配布地上
技術

水循環・気象・海象観測などでの衛星観測データの有用性を高める観点から、空間分解能の向上、多波長化、
センサ性能の向上が必要

マルチスペクトルセンサ
受動型光学
センサ技術

気象

地球
観測

技術開発の必要性技術課題

社会・産業活動における衛星観測データの有用性を高める観点から、高付加価値情報抽出技術の開発が必要

海象の把握および地形図作成での衛星観測データの有用性を高める観点から観測精度の向上が必要

海象の把握での衛星観測データの有用性を高める観点から観測精度の向上が必要

気象、雲・エアロゾルおよび風水害の把握での衛星観測データの有用性を高める観点から、垂直分解能、感
度、測定精度の向上が必要

気象および風水害の把握での衛星観測データの有用性を高める観点から、走査幅の向上が必要

社会・産業活動における衛星観測データの有用性を高める観点から、ポラリメトリ、インタフェロメトリ、
デジタルビームフォーミング、オンボード処理の技術の開発が必要

社会・産業活動における衛星観測データの有用性を高める観点から、空間分解能の向上、観測幅の拡大、観
測頻度の向上が必要

気候変動・温暖化観測、水循環・気象・海象観測などでの衛星観測データの有用性を高める観点から、放射
輝度計測精度、放射計感度、空間分解能・ラジオメトリック分解能の向上が必要

社会・産業活動における衛星観測データの有用性を高める観点から、空間分解能およびレーザ出力の向上が
必要

防災・安全での衛星観測データの有用性を高める観点から、空間分解能の向上、観測範囲の拡大およびそれ
に伴う光学系口径の拡大、赤外検出器素子数の増加が必要

気候変動・温暖化観測などでの衛星観測データの有用性を高める観点から、空間・波数分解能の向上、バン
ド数の増加が必要

気候変動・温暖化観測、水循環・気象・海象観測などでの衛星観測データの有用性を高める観点から、空間
分解能の向上、バンド数の増加が必要

社会・産業活動における衛星観測データの有用性を高める観点から、空間分解能の向上、観測幅の拡大が必
要

社会・産業活動における衛星観測データの有用性を高める観点から、空間分解能の向上、観測幅の拡大、観
測波長の多様化が必要

社会・産業活動における衛星観測データの有用性を高める観点から、空間分解能の向上、観測幅の拡大、観
測波長の多様化が必要

マイクロ波高度計

マイクロ波散乱計

測雲レーダ

降水レーダ

合成開口

レーダ

マイクロ波放射計

ライダ

常時観測センサ
（静止軌道）

CO2・オゾンセンサ

グローバルイメージャ

パンクロマティック
センサ

ハイパースペクトル
センサ

マルチスペクトル
センサ

共通

X、Kuバンド

Lバンド

能動型
マイクロ波
センサ技術

受動型
マイクロ波
センサ技術

高付加価値情報抽出技術

能動型光学
センサ技術

受動型光学
センサ技術



通信・放送分野
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

高速移動体通信・放送実証ミッション

フィーダリンク局

航空機

車両
人 家庭

船舶

ギャップフィラー

列車

S帯、Ku帯マルチビームアンテナ

高速移動体通信・放送実証衛星
20m～30m級アンテナ／周波数再利用

＜市場ニーズ、社会ニーズ＞
・移動体の高速アクセス
・簡易端末による利便性拡大

384K／1.5M／5.1M～155Mbps
地上ネットワーク



16

宇宙分野の技術戦略ロードマップ

固定超高速通信・放送実証ミッション
＜市場ニーズ、社会ニーズ＞
・地域階差をなくした超高速通信
・高精細（4000本）画像放送

21GHz衛星放送
4000本UDTV

インターネット

コンテンツ

コンテンツ

ISP

ユーザ ハブ局

増強成形ビームによる降雨補償

IPルータ

・Ka帯超速通信アクセス
・地上インフラの補完

17

宇宙分野の技術戦略ロードマップ

衛星間通信（データ中継）実証ミッション

地球

光/ミリ波/Ka/Sバンド

地球観測衛星

宇宙ステーション

追跡管制局

ロケット打上支援

光/ミリ波/Ka/Sバンド

フィーダリンク回線

深宇宙

海外の宇宙機の支援運用

データ中継衛星 データ中継衛星

地上ネットワーク

＜市場ニーズ、社会ニーズ＞

静止衛星間

地球・宇宙環境の長期的、効率的把握
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

通信・放送分野の将来像（今後の１５～２０年）

A-DRTS

音声通信
映像・マルチメディア
インターネットサービス 高精細映像

1kbps 10kbps 100kbps 1Mbps 10Mbps 100Mbps

BS, JCSAT

Superbird

N-Star (Ku, Ka帯）

1Gbps 10Gbps

大

モ
ビ
リ
テ
ィ

小

準天頂衛星

(日本, 計画中) (日本, ０４)

周回衛星系

衛星通信

高速大容量データ中継
＆ユーザ衛星マルチ化

ユーザ端末の
小型化・高機能化

WINDS

移動端末(S/W無線の応用)
伝送速度向上

周波数
固定端末
伝送速度

静止衛星系

移動体

衛星通信

大型反射鏡

ETS-VIII MBSAT

新世代移動体

通信衛星

BBISS

静止衛星系

固定超高速通信

21GHz放送衛星

ｵﾝﾎﾞｰﾄﾞ交換機
(S/W無線の応用)

新世代固定通

信衛星

低 通信サービスの伝送速度 高

地上端末小型化＆
高速通信・高機能化

ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑ/成形ﾋﾞｰﾑ/
適応型APAA

中継器/ﾏﾙﾁﾎﾟｰﾄｱﾝﾌﾟ/
高効率超小型RF機器

ｼﾝｸﾞﾙ/ﾏﾙﾁｱｸｾｽ
ﾕｰｻﾞ宇宙機

周波数有効利用
伝送速度向上

適応型APAA、
高効率超小型RF機器
光通信/光量子通信

ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑ給電/適応型APAA
中継器/ﾏﾙﾁﾎﾟｰﾄｱﾝﾌﾟ/
高効率超小型RF機器
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

技術課題

高精細画像放送実現による利便性拡大の観点から、画像放送の超高精細化が必要画像放送技術

技術開発の必要性技術課題

周回・静止衛星、深宇宙探査衛星等との回線接続機会増加による地球・宇宙環境の長期的、効
率的把握の促進の観点から、ユーザ宇宙機連携技術の開発が必要

周回・静止衛星、深宇宙探査衛星等との回線接続機会増加による地球・宇宙環境の長期的、効
率的把握の促進の観点から、ユーザ宇宙機マルチ化のためのマルチプルアクセスが必要

伝送情報量増加による地球・宇宙環境の長期的、効率的把握の促進の観点から、伝送速度向上
が必要

伝送情報量増加による地球・宇宙環境の長期的、効率的把握の促進の観点から、コヒーレント
光通信および光量子通信技術による使用周波数帯の拡大が必要

伝送情報量増加による地域格差のない超高速通信の実現、高精細画像放送実現の観点から、伝
送速度向上が必要

地域格差のない超高速通信の実現の観点から、固定端末の可搬化、小型化、端末携帯化が必要

地上インフラ補完による地域格差のない超高速通信の実現の観点から、オンボード交換機のIP
ルータ化が必要

地域格差のない超高速通信実現の観点から、高効率化、超小型マルチポート化が必要

地域格差のない超高速通信の実現の観点から、スポットビーム、マルチビーム、成形ビーム、
適応型フェーズドアレー、適応インテリジェントアレーの実現によるアンテナ性能向上が必要

伝送情報量増加による地域格差のない超高速通信の実現、高精細画像放送の実現の観点から、
ミリ波帯および超広帯域ミリ波帯利用技術による周波数有効利用が必要

移動体との高速アクセス実現による利便性拡大の観点から、伝送速度の向上が必要

ユーザ端末の簡易化による利便性拡大の観点から、移動端末の無指向化、小型化、携帯化が必
要

ユーザ端末の簡易化による利便性拡大の観点から、SSPA出力の向上が必要

移動体との高速アクセス実現による利便性拡大の観点から、マルチビーム数の増加が必要

ユーザ端末の小型化による利便性拡大の観点から、反射鏡サイズの拡大が必要

ユーザ宇宙機

マルチ/シングルアクセス

伝送速度の向上

使用周波数帯の拡大

伝送速度向上

固定端末

オンボード交換機
(ソフトウェア無線の応用)

中継器/マルチポートアンプ/
高効率超小型RF機器

アンテナ性能向上

周波数有効利用

伝送速度向上

移動端末
(ソフトウェア無線の応用)

中継器/マルチポートアンプ/
高効率超小型RF機器

マルチビーム給電/
適応型アクティブフェイズドアレイ

大型反射鏡

衛星間通信
データ中継
システム

固定超高速
通信
固定放送

移動体
通信技術



測位分野
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

測位衛星の利用 ～ 「いつでもどこでも正しい測位が出来る」と・・・

〇〇消防署

道路・交通

•テレマティクス

•安全・安心な交通の実現

•ITSとの融合

•歩行者ナビゲーション

放送・通信

•移動体向け高品質音声放送

•簡易迅速な情報収集 等

測量・防災 他

•高精度位置情報によ
るデジタルマッピング

•観測地点からのデー
タコレクション等

危機管理／公共

•災害時の緊急通信

•緊急車両の運行管理
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

測位衛星の利用 ～ 「いつでもどこでも正しい測位が出来る」と・・・

放送・通信分野放送・通信分野

危機管理・公共分野危機管理・公共分野防災・測量分野防災・測量分野

事故防止支援

災害現場通信

救急車両通信

火山観測

津波観測

現場映像情報収集

交通分野交通分野

コンテンツ配信
道路情報収集
高精度ナビゲーション

緊急通報
事故情報配信
高精度位置情報配信

大容量画像伝送
高精度ナビゲー
ション

大容量データ伝送
高精度ナビゲーション
高精度時刻配信

観測データ収集・配信
高精度位置情報配信

テレマティックス

準天頂衛星システムは各サービス
利用場面の「測位」機能の基盤要素

測位

サービス

放送

サービス

通信

サービス

準天頂衛星システム事業準天頂衛星システム事業

電力網安定管理

多地点同期
電力ゆらぎ監視
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

測位衛星の将来像
米国 欧州

ロシア（旧ソ連含む）

日本

30m

１0m

１m

3m

数cm

精度

数mm

精度

数mm

<GPS>
近代化

<GPS>
近代化

<GALILEO>
(有償サービス)

軍事用GPS

<D-GPS> 

<準天頂衛星>
・誤差補正(D-GPS)
・ｲﾝﾃｸﾞﾘﾃｨ監視通報

<準天頂衛星>
・誤差補正(D-GPS)
・ｲﾝﾃｸﾞﾘﾃｨ監視通報

<準天頂衛星>
・誤差補正(RTK：固定)
<準天頂衛星>
・誤差補正(RTK：固定)搬送波位相

＋2周波以上使用

基準局の誤差情報

2周波以上使用

１周波使用

２周波以上使用
＋高精度補正データ

<RTK-GPS> 

電子基準点

<RTK-GPS> 

電子基準点

<MTSAT><MTSAT>

<GALILEO>
(開放サービス)

相
対
測
位

単
独
測
位

長時間定点測位

<GALILEO>
(開放サービス)
<GALILEO>
(開放サービス)

<準天頂衛星>
・測位衛星の増強
・信頼性の向上
・中断回避
・新信号
・測位信号の工夫
・インテグリティ配信

<準天頂衛星>
・測位衛星の増強
・信頼性の向上
・中断回避
・新信号
・測位信号の工夫
・インテグリティ配信

<GPS>地上設備更新

<準天頂衛星>
・誤差補正(RTK:移動体)
<準天頂衛星>
・誤差補正(RTK:移動体)

<GLONASS>
復旧開始

<GPS>
GPS-III 
<GPS>
GPS-III 

<自立的地域測位衛星>

・測位衛星の増強
・信頼性の向上
・予測軌道の配信

<自立的地域測位衛星>

・測位衛星の増強
・信頼性の向上
・予測軌道の配信

<受信機側の改良>
・測位ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑの改良
・ﾏﾙﾁﾊﾟｽ誤差軽減

<受信機側の改良>
・測位ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑの改良
・ﾏﾙﾁﾊﾟｽ誤差軽減

<地上インフラの設置>
・ｲﾝﾄﾞｱ用信号ﾎﾟｽﾄの設置
<地上インフラの設置>
・ｲﾝﾄﾞｱ用信号ﾎﾟｽﾄの設置

高

測
位
精
度

低

<準天頂次世代>

・測位衛星の増強
・信頼性の向上
・予測軌道の配信

<準天頂次世代>

・測位衛星の増強
・信頼性の向上
・予測軌道の配信

低 利便性 高

スタティック測位

2000SAオフ
<GPS> 

広域性／継続性向上

高感度／精度向上

アベイラビィりティ向上

インテグリティ向上

広域性／継続性向上

高感度／精度向上

アベイラビィりティ向上

インテグリティ向上

＜社会ニーズ＞
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

技術課題

交通インフラ、防災・危機管理などの生活に密着した様々な分野への貢献にインテグリティ監
視・通報技術の開発が必要

インテグリティ監視・通報

測位精度向上による生活に密着した様々な分野への貢献の観点から、システム誤差補正技術の
開発が必要

誤差補正

測位精度向上による生活に密着した様々な分野への貢献の観点から、マルチパス誤差軽減技術
の開発が必要

マルチパス誤差軽減

測位精度、時刻精度、ユビキタス性向上による生活に密着した様々な分野への貢献の観点から、
市街地での測位が可能となるための測位アルゴリズムの改良が必要

測位アルゴリズムの改良

ユビキタス性向上による生活に密着した様々な分野への貢献の観点から、地下街での測位情報
の利用が可能となるインドア用信号ポストの開発が必要

インドア用信号ポスト

交通インフラ、防災・危機管理などの生活に密着した様々な分野への貢献の観点から、測位信
号の高信頼性化が必要

測位信号の高信頼性化

ユビキタス性向上による生活に密着した様々な分野への貢献の観点から、予測軌道配信技術の
開発が必要

予測軌道の配信

交通インフラ、防災・危機管理などの生活に密着した様々な分野への貢献の観点から中断回避
技術が必要

中断回避

測位精度、時刻精度、ユビキタス性向上による生活に密着した様々な分野への貢献の観点から
システム信頼性の向上に関わる地上系、全体系の開発が必要

システムの信頼性向上

測位

技術開発の必要性技術課題

宇宙環境利用分野
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

軌道上実験

打上げ

PM分離

再突入減速

ﾄﾞﾛｰｸﾞｼｭｰﾄ開傘

着地

REM分離

打上げ

（旋回）

軌道離脱

ﾗﾝﾃﾞﾌﾞｰﾄﾞｯｷﾝｸﾞ

軌道上実験

地球局無人宇宙実験システム
運用管制センター(USOC) 実験支援センター

ユーザ
コミュニティー

無人宇宙実験インフラストラクチャの将来像

RVDによるSEMの再利用

軌道上実験

廃棄

短期間型USERS

長期間型USERS

着地

ユーザ
コミュニティー

無人宇宙実験システム用
データ中継衛星

コンパートメントの標準化
いろんなユーザ要求への対応
Late Access性の改善

外部試料収納機能

ロボットの活用による多機
能化

さらなるμG環境の向上

(ユーザの要求に合致したレベル)

表記はUSERS初号機からの改善点

着地精度の向上、回収方法の多様化

Early Access性の改善

陸上回収機能

（衝撃吸収等）

RVD機能の付加

短期間型USERSの整備

ｸﾞﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞﾊﾟﾗｼｭｰﾄ
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

技術課題

短期間型無人宇宙実験システムへの改善の観点から、様々な
ユーザ要求への対応（再突入／着水G環境の改善、大容量デー
タ保存／ダウンリンク性の改善等）のための技術開発が必要

短期間型無人宇宙実験システムへの改善

有人宇宙実験技術
有人宇宙実験技術の確立の観点から、JEM搭載用実験装置の開
発が必要

長期間型無人宇宙実験システムとしての改善の観点から、様々
なユーザ要求への対応（微小重力レベルの改善、低コスト化、
レートアクセス／アーリーアクセス性の改善、着水精度の改善、
ピンポイント帰還の実現等）のための技術開発が必要

長期間型無人宇宙実験システムとしての改善

無人宇宙実験技術

技術開発の必要性技術課題



デブリ対策分野
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

デブリ対策

デブリ
捕獲

推薬
補給

ロボット作業
ランデブ＆ドッキング

（ETS-VII）

デブリ環境保全

軌道上衛星の延命

相対飛行技術

捕獲技術

捕獲衛星の
角運動量低減技術

推進系付加／交換／
燃料補給技術

検証／
シミュレーション技術

運用技術

非協力
ターゲット

非協力
ターゲット

非協力
ターゲット

実用
レベル

非協力
ターゲット

非協力
ターゲット

協力
ターゲット

協力
ターゲット

未

基本
レベル

協力
ターゲット

協力
ターゲット

対象 必要技術 対象

現状
必要な技術開発項目

今後

（宇宙利用増大）but（軌道は有限）⇒軌道の有効利用⇒デブリ環境保全・軌道上衛星の延命が必要

社会的コンセンサス、国際的な取り決め、規格化
体系化

技術開発 プラットフォーム／展開構造（回収衛星用）

デブリを起さない構造・自律的消滅化
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

技術課題

既存衛星の軌道上延命によるデブリ低減の観点から、補給形宇宙機技術、
燃料補給技術（ランデブドッキング、ロボット）の開発が必要

補給形宇宙機技術
燃料補給技術（ランデブドッキング、ロ
ボット）

補給方式衛星システ
ム
（軌道上延命）

地上から観測できないデブリには多くの不確定要素が含まれる。地上から
観測できない軌道上のデブリを含めて監視するため、軌道上でデブリを観
測するセンサ技術(レーダ/アクティブセンサ/パッシブセンサ技術)の開発が
必要

デブリ観測技術
軌道上デブリモニタ
リングシステム

デブリによる危険を回避するための予測制度を向上するため、地上からの
デブリ観測に加え、上記の軌道上からのデブリ観測に基き、軌道上のデブ
リのモデル化を実現することが必要

実測データの反映/モデル構築デブリモデル化

小デブリの回収によるデブリ環境保全の観点から、軌道上デブリ探知
（レーダ）、デブリ吸収回収、処理（レーザー等）の開発が必要

軌道上デブリ探知（レーダ）技術
デブリ吸収回収技術
デブリ処理技術（レーザー等）

デブリ回収
（小デブリ）

寿命後宇宙機の回収によるデブリ環境保全の観点から、回収衛星技術、ラ
ンデブドッキング、ロボットアーム回収、導電性テザー技術の開発が必要

回収衛星技術
ランデブドッキング、ロボットアーム回収
導電性テザー技術

デブリ回収
（寿命後宇宙機）

国際的な取り決め、規格化によるデブリを発生させない社会の構築の観点
から、運用高度、回収推進系等に関する国際規格整備が必要

国際規格整備（運用高度、回収推進系）
デブリ抑制
＜打ち上げ前対策＞

技術開発の必要性技術課題

エネルギー利用分野
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

SSPS(Space Solar Power Systems)とは

■ 宇宙太陽利用システム(SSPS)は、地上約
36,000kmの静止軌道上に設置された宇宙
プラントと地上・海洋プラントで構成される。

■ 宇宙プラントでは、太陽エネルギーを収集
し、そのエネルギーを地上に効率的に送る
ためにマイクロ波、またはレーザーに変換
し、地上に伝送する。

■ 地上・海洋プラントでは、送られてくるマイク
ロ波、またはレーザーを受けて、電力、また
は水素に変換する。

提供：JAXA
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

（財）日本原子力文化振興財団,「原子力」図面集─2001-2002版より作成

導入の意義

0

500

1000

1500

発電種類

1
kW
h
あ
た
り
の
C
O
2
排
出
量
 (
g)

燃料

設備・運用

燃料 887 704 478 408 0 0 0 0 0 0

設備・運用 88 38 130 111 53 29 22 15 12 11

石炭

火力

石油

火力

LNG火

力

LNGコ

ンバイ

地上

太陽
風力

原子

力
地熱 SSPS

中小

水力

■地球環境に優しい
– 化石燃料を利用する発電システムと比べ、
宇宙エネルギーシステムの二酸化炭素
排出量は一桁程度低く、原子力発電のよ
うに核廃棄物を出さない。

■大規模で安定供給可能
– 地上での太陽光発電や風力発電は自然
条件に左右されるため出力が不安定で
あり、利用できる機会や地点が限られる。
一方、宇宙では昼夜天候の別なく安定し
た量の太陽エネルギーを得ることができ
る。

■枯渇することがない
– 太陽エネルギーは半永久的に利用可能
で、化石燃料のように枯渇する心配がな
い。この無限のエネルギーを科学技術に
より利用可能となり、エネルギー資源の
少ない日本でもエネルギー輸出国になる
可能性がある。
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

SSPSの仕組み
マイクロ波SSPS(M-SSPS) レーザーSSPS(L-SSPS)

M-SSPSは、静止軌道上の太陽電池で発電した電力をマイクロ波
に変換して地上に伝送する。地上では、受けたマイクロ波を電力
に再度変換して利用する。地上の受電設備を直径2～3kmの規模
とすることで100万kW程度（原子力発電所1基分相当）の発電を行
うことができる。宇宙から地球への送電に使われるマイクロ波は
大気の中を伝送するため、雲や雨の影響を受けにくい周波数帯
を使用する予定で、産業、科学、医療用に割り当てられている
2.45GHz帯、または5.8GHz帯を用いることを想定している。

L-SSPSは静止軌道上の反射鏡により集光された太陽光を直接
レーザーに変換し地上に送る。レーザーは太陽光と異なり、あま
り広がらずに長距離伝送ができるという性質がある。受光した
レーザーの波長に適した光電変換素子を用いて電力を取り出し
て、水（海水）を電気分解することにより水素を製造する。レー
ザーを光触媒に照射することにより海水から光分解により水素
を製造することも可能である。

http://www.iat.jaxa.jp/res/amrc/ssps/03.htmlより
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

各部目標コスト

ベースロード電力
≦8円/kWh

SSPS
宇宙セグメント
＜2.8円/kWh

SSPS
地上セグメント
＜０.8円/kWh

宇宙セグメント
輸送／組立コスト
＜1.2円/kWh

システム寿命
≧40年

目標発電コスト性能／コスト目標

OTV 輸送
≦300万円／トン

RLV 輸送
≦1,700万円／トン

RF収集-DC変換効率
≧75%

レクテナ
≦200円／W

その他（構造体、鏡）
重量＠≦ 300g／m2

コスト＠≦3.5万円/kg

太陽電池
重量＠≦150g／m2

コスト＠≦50円／W
効率＠≧18%

マイクロ波送電器
重量＠≦2g／W
コスト＠≦300円／W
効率＠≧75%

技術課題

•高効率太陽電池アレイ
•フィルム／インフレータブル構造
•デブリ・インパクト・トレラント機能

•高効率大規模フェーズドアレイ
•軽量高効率半導体増幅器
•低損失移相器
•高温／熱管理・熱制御系
•超軽量インテリジェント部材

•集光技術／薄膜／軽量構造
•柔構造制御システム
•高効率制御用電気推進
•インテリジェントORM
•ロボット／自動組立／自己診断

Goal
達成目標
日本の電力市場に参入しうる発電コスト

•デブリ／放射線による劣化低減
•ORM機器・部品の高寿命化
＜ハードウェア改修率3%／年

•RLV／信頼性向上／運用性向上
•高効率／大型イオン推進系／太陽熱
推進系／レーザー推進系

•ロボット/自動アセンブり/自動診断
•輸送／組立系の運用性向上

•高効率レクテナアレイ
•高耐久性レクテナ（支持構造体を含む）
•フェイルセーフビームポインティング
•自律運用機能

メンテナンス
運用費

＜3.2円/kWh

DC: Direct Current
ORM: Orbital Replacement Module
OTV: Orbital Transfer Vehicle
RF: Radio Frequency 
RLV: Reusable Launch Vehicle
SSPS: Space Solar Power Systems

目標発電コスト達成に向けた経路（M-SSPS)
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

主要技術課題

レーザー発振・伝送技術
•太陽光直接励起型レーザー開発
•ポインティング技術
•高効率化: 40%
•軽量化: 1g/W以下

レーザー受光技術
• レーザー波長に適した光
電変換素子開発

•高効率化: 65%

共通技術課題
•システム化技術
•排熱技術
-軽量化: 2g/W以下
- ラジエータ長: 100m

•大型構造物組立・保全技術
-軽量化: 300g/m2発電技術

•高効率化: 25%
•軽量化: 1g/W

マイクロ波受電技術
•高効率化: 90% マイクロ波SSPS* レーザーSSPS**

発電単価8円/kWh実現（2030年頃）
送電電力：100万kW、軌道：静止軌道、
総重量：1万トン、コスト：1.2兆円

マイクロ波送電技術
•大規模アレイ技術
•高効率半導体開発
•高効率化: 80%以上
•軽量化: 1g/W

*USEF提供 **JAXA提供
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

技術課題

宇宙太陽光発電実現に必要となるシステム化技術に関わるコンセプト、システムアーキテ
クチャおよび経済性・環境・安全性に関する技術の開発が必要

システム化技術

共通技術
SSPSでは入射エネルギーの約8割を熱として排出する必要がある。そのために必要となる
ラジエータの軽量化・大型化、展開・組立性向上、低コスト化・長寿命化のための技術開
発が必要

排熱技術

SSPSは数kmにもわたる大型構造物となる。そのため組立、保全に関し自動展開・組立技
術、ロボット組立技術、軽量化、低コスト化のための技術開発が必要

大型構造物組立・保全技術

M-SSPSでは太陽電池による発電を行うため、太陽電池の高効率化、軽量化、低コスト化、
長寿命化のための技術開発が必要

発電技術

M-SSPS
（マイクロ波による
宇宙太陽利用システ
ム）

M-SSPSではマイクロ波によりエネルギー伝送を行う。そのため送電アンテナを構成する
フェーズドアレイの高効率化、大規模アレイ技術、及びマイクロ波を発生するための高効
率半導体開発、軽量化、低コスト化、長寿命化のための技術開発が必要

マイクロ波送電技術

M-SSPSでは地上でマイクロ波を電力に変換する。そのために必要となるマイクロ波-DC変
換素子の高効率化、低コスト化のための技術開発が必要

マイクロ波受電技術

L-SSPSでは太陽光を直接レーザーに変換する太陽光直接励起型レーザーの開発、レーザー
光を受光施設に正しく向けるためのポインティング技術、及びこれらの機器の軽量化、低
コスト化、長寿命化のための技術開発が必要

レーザー発振・伝送技術
L-SSPS
（レーザーによる宇
宙太陽利用システ
ム） 地上に送られたレーザー光は光電変換素子によって電力に変換される。そのためレーザー

の波長に適した高効率光電変換素子の開発、低コスト化のための技術開発が必要
レーザー受光技術

技術開発の必要性技術課題



輸送分野
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

使い切りロケットの技術マップ

信頼性・利便性の高い
低コスト輸送手段
（使い切りロケット）の実現

・将来輸送系の多様性の確保
・宇宙技術の産業化
（低コスト、高信頼性、高度化）

・中小型衛星需要に対応

・システム高信頼化
（事前保証技術の確立）
-検証技術の高度化
・検証試験技術の高度化、
・計算機シミュレーション技術の高度化

-ロバスト設計
-最適冗長化
→システム重量/信頼性の最適化

・推進系弁類高信頼化

・新推薬(LNG等）エンジン技術
-加圧式→ターボポンプ式
→大型化（ブースタ化）

-固体３段→液体３段

・推進系性能向上
-推薬制御（残推薬量最小化）
-推力制御（飛翔経路最適化）
・高性能・低コスト構造
-複合材一体成型

・航法システム高度化
-初期アライメント精度向上→複合航法

・電波系機器高度化

信頼性向上

能力向上

・整備・点検自動化
（ヘルスモニタリング）

・軽量複合材フェアリング
-水没性→フェアリング回収費用削減
・ アビオニクス低コスト化
-民生部品適用
-モジュール化/統合/標準化

・宇宙ベース管制
-ロケット追跡管制局削減/維持費削減

打上げコスト
低下

・複数衛星分離機構
→複数小型衛星（群衛星）打上げ対応

・衛星環境緩和
-ペイロード制振
-音響緩和 （高性能防音ブランケット）
-衝撃緩和分離機構

衛星サービス
の向上

・再突入安全化
-飛行安全対応
-落下制御/落下時の完全溶融
・デブリモニタリング/発生防止

デブリ
発生防止

・制約のない新射場整備
-海上発射
-宇宙ベース管制(初期設備投資低減）

打上可能期間
延長（自在性）

・打上げ実績の蓄積
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

小型・超小型ロケットの技術マップ

超小型衛星打上げ手段
の実用化

・空中発射
-GPS/INS複合航法技術
-航空機/ロケット分離技術
-空中発射追跡管制技術
・海上発射

・固体ロケットモータ技術
-低コスト固体ロケットモータ
・モータケース一体成型

・民生部品適用
-低価格・高性能アビオニクス
・MEMS技術による姿勢センサ
・民生技術の利用による小型高性能化技

術
・民生品実証技術

-低価格・小型推進系技術
・低価格・高性能スラスタ
・MEMS、民生技術の利用によるスラスタ、

TVCの小型化技術

・整備・点検自動化
（ヘルスモニタリング）
-少人数での打上げキャンペーン、
整備期間短縮

・工場・射場整備の自動化技術
・打上げ遠隔化/自動化技術

- ミッションインテグレーションの自動化
・省力化技術
・ ミッション解析自動化技術

・データベース・文書作成管理自動化技術

・衛星環境緩和
-ペイロード制振
-音響緩和 （高性能防音ブランケット）
-衝撃緩和分離機構

・ポストブーストステージ技術
-衛星軌道投入精度向上

・再突入安全化
-飛行安全対応
-落下制御/落下時の完全溶融

・デブリモニタリング/発生防止

デブリ
発生防止

小型衛星打上げ手段
の実用化

・技術実証小型衛星需要に対応
・宇宙利用の裾野拡大
→東南アジア諸国等新規開発国取込み

・オンデマンド性

打上げコスト
低下

衛星サービス
の向上

オンデマンド性
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

再使用ロケットの技術マップ

再使用ロケットの実現

・低コスト化

・推進系信頼度向上・長寿命化
-高耐久性
-長寿命技術
-繰返し飛行の安全/効率的運用技術
- エンジン運用の高度化技術
-統合推進動力システム長寿命

/再使用

・システム高信頼化
-最適冗長化
→システム重量/信頼性の最適化

・高信頼度化要素技術
-バルブ電動化
-溶接箇所最小化
-電鋳技術の活用
-シールの高度化
-エンジン運用の高度化

・整備・点検自動化
（ヘルスモニタリング）
→短期間整備・点検

-故障検知・診断技術
-故障検知/分離/回復（ＦＤＩＲ)技術
←オンボード/地上

-整備・点検技術
→システム構築、機器開発

信頼性向上

短期間整備

部分再使用

完全再使用
（TSTO)
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

軌道間輸送機の技術マップ

■再使用型

■軌道間輸送機の実用化
■■SSPS建設

■■月・惑星間の物資輸送

■低コスト・高性能CFRPタンク技術

■衛星エンジン高性能化

■電気推進技術（ﾎｰﾙｽﾗｽﾀ）

■無毒推進系技術

■推進系弁類の高信頼性技術

■ヘルスモニタリング技術

■燃料移送・保管・給油技術

■軌道間運用自動化技術

信頼性向上

安全性向上

高性能・低コスト化

運用性向上
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

回収システムの技術マップ

■高性能アブレータ熱防御技術
■低価格・小型高性能バスシステム
　◆MEMS技術の適用
　◆民生技術の利用による小型高性能化技
術

■再使用化技術

●自律型無人宇宙実験サービスの事業化
       ・身近な宇宙環境利用の機会創出
　　　・完成が遅れているISSのユーザー取り込み
  　　・スペースシャトル運用終了に伴うユーザー取り込
み

ペイロード回収システムの技

機体の低コスト化

■軌道上運
　◆無人での
■ペイロード
化・
　省力化技術

運用の

■ペイロードインテグレー
ション技術
　◆アクセス性向上
　◆モジュール化
   ◆インテグレーション期間の短
縮

ミッションフレンドリー 運用性の

■陸上回収技術
　◆軟着陸技術
■着地点精度向上

技術マップ

運用の自動化技術
衛星運用

ドインテグレーションの自動

術

の低コスト化

の向上

技術

●ISSからのペイロード 回収サービス
　　◆ISSからのタイムリーな試料回収サービス

●月・惑星からのペイロード回収サービス
　　◆宇宙科学研究への貢献
　◆将来の月・惑星での有人活動拠点との
　　　　物資輸送手段
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

射場サービスの技術マップ

射場サービスの
商業化・向上

・輸送系サービスの向上
・安全面向上 ・・・ 規制がない
→人に優しい
・打上げ運用サービスの高度情報
通信化
・低コスト化

・住民の安全性向上
・打上げ規制が少ない
→人に優しい

-保安距離の確保
・ 海上打上げ
・ 海上発射設備

・輸送系サービスの向上
→ ペイロードに優しい

-音響環境緩和
→射点大量注水（諸外国では実施）
３～５dB緩和

・打上げ運用サービスの高度情報通信
化
→ 人員削減：低コスト、信頼性確保

-射場/関連機関を高度情報通信で接続
・遠隔運用ネットワークシステム化

・低コスト
→安全性向上、メンテナンスフリー

-いつでも着脱可能なアンビリカル
・ スマートアンビリカル： ロボット化

衛星サービス
の向上

打上げコスト
低下

打上可能期間
延長（自在性）

宇宙科学分野
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

宇宙観測･太陽系探査

宇宙観測宇宙観測

太陽系探査太陽系探査

支える技術支える技術

2005 2010 2015 2020 2025 2030

宇宙の今を知る宇宙の今を知る 宇宙の生い立ちを知る宇宙の生い立ちを知る 宇宙がかくある理由を知る宇宙がかくある理由を知る

軌道上望遠鏡

2010-2015：軌道上
望遠鏡の全波長域の
展開

2005-2010:軌道上望遠鏡の展開と多
様なミッションの立ち上げ

Asto-E2(X線）

Asto-F(赤外）

Solar-B(太陽）

GEOTAIL(地球）

Selene（月）

Planet-C(金星）
はやぶさ（小惑星）

月･地球型惑星探査 木星型惑星探査 太陽系辺境探査

月･惑星内部構造探査

太陽・惑星環境多点観測

太陽系の今を知る太陽系の今を知る 太陽系の太陽系の生い立ちを知る生い立ちを知る 生命惑星の存在理由を知る生命惑星の存在理由を知る

2015-2025:太陽系辺境探査と地
球型惑星の精査

2005-2010:小惑星への到
達、太陽と月の精査

BepiColombo（水星）

生命を育む「惑星系」の条件

太陽系全域への到達

宇宙における太陽系、その普遍性

惑星太陽と地球、その未来

深宇宙航行技術

惑星表面移動、試料採取技術 月面上観察施設
軌道上観察施設

太陽系利用

探査施設

探査施設

宇宙における大規模構造物の建造技術

宇宙輸送手段の劇的な低コスト化

惑星往還技術

宇宙のたどった道筋

宇宙の末来

地球外生命の探索

次世代型小型衛星の展開による新しい科学分野の創造

金星気球・火星飛行機

彗星・原始小惑星サンプルリターン

2015-2025:宇宙で最初の星･
ブラックホール、太陽系外惑星
の生命可能性の観測

編隊飛行望遠鏡

サンプルリターン

2010-2015:木星型惑星探
査の開始と地球型惑星の
探査

重力波望遠鏡

干渉型高解像度望遠鏡

編隊飛行技術

月惑星着技術

出所：JAXA

47

宇宙分野の技術戦略ロードマップ

技術課題

惑星気球技術、火星飛行機技術、低重力表面移動技術惑星上移動技術

小型衛星編隊飛行技術編隊飛行技術

広帯域・広ダイナミックレンジ波動受信機、電子・イオン高速分析器、
プラズマ撮像技術、高速・高精度磁力計、高速中性粒子計測技術

太陽系の今、生い立ち、生命惑星の存在理
由を知るために必要となる太陽地球系プラ
ズマ環境観測のためのプラズマ計測技術、
編隊飛行技術の開発が必要

プラズマ計測技術太陽地球系
プラズマ環
境観測

極端紫外線望遠鏡技術極端紫外線望遠鏡技術

可視光磁場望遠鏡技術可視光磁場望遠鏡技術

Ｘ線望遠鏡技術太陽系の今、生い立ち、生命惑星の存在理
由を知るために必要となる太陽観測のため
のX線望遠鏡技術、可視光磁場望遠鏡技術、
極端紫外線望遠鏡技術の開発が必要

Ｘ線望遠鏡技術

太陽観測

RTG、新型燃料電池、新型太陽電池、新型蓄電池惑星探査エネルギー技術

試料採取、保存、回収、分析技術試料採取技術

軌道決定、軌道計画、誘導制御技術深宇宙航行技術

プラズマ噴射による磁気セイル技術磁気プラズマセイル技術

超薄膜展開技術、薄膜太陽電池技術、高性能イオンエンジン技術
太陽系の今、生い立ち、生命惑星の存在理
由を知るために必要となる惑星探査のため
のソーラー電力セイル技術、磁気プラズマ
セイル技術、深宇宙航行技術、試料採取技
術、惑星上移動技術、惑星探査エネルギー
技術の開発が必要

ソーラー電力セイル技術

惑星探査

構造物組立技術、資源探査技術、ローバ技術月面基地技術

極低温耐性、長時間保温、熱源、小型原子力発電装置、電力伝送技術、
低温耐性型バッテリ等

越夜技術

大容量データ記録、大容量･高速データ伝送高度通信技術

力センサ、力制御、小型カメラ、画像処理（物体認識）,障害物検知･
回避、自律歩行（走行）、多体協調作業(AI、相互情報交換、協調作業
等）、各種作業ツール（掘削、建築等）、高機能バッテリ、遠隔操作

ロボット技術

IMU、恒星センサ、誘導制御、自動RVD、自律軌道制御、フォーメー
ションフライト、スイングバイ技術、電気推進系

軌道・航行技術

着陸：着陸センサ(高度･対地速度、IMU）、着陸誘導制御、画像処理、
着陸機構（脚、衝撃吸収）、離陸：エンジン、誘導制御

着陸・離陸技術

α線検出器、陽子線検出器、質量分析器、地震計、天測望遠鏡

太陽系の今、生い立ち、生命惑星の存在理
由を知るために必要となる月探査のための
着陸探査センサ技術、着陸・離陸技術、軌
道・航行技術、ロボット技術、高度通信技
術、越夜技術、月面基地技術の開発が必要

着陸探査センサ技術

月探査

月・惑星表面貫入技術、耐高衝撃技術、ペネトレータ通信技術ペネトレータ技術

Ｘ線分光計、γ線分光計、中性子分光計、マルチバンドイメージャ、
ステレオカメラ、高度計、磁力計、地下探査レーダー、ダスト分析器、
放射線計測器

太陽系の今、生い立ち、生命惑星の存在理
由を知るために必要となる遠隔探査センサ
技術およびペネトレータ技術の開発が必要

遠隔探査センサ技術月・惑星
共通

月・惑星
探査

太
陽
系
探
査

望遠鏡編隊飛行編隊飛行技術

ドラッグッフリー衛星技術、ヘテロダイン検出技術重力波望遠鏡技術

耐低温技術月面天文台技術

可視光高コントラスト観測技術、赤外線干渉計技術系外惑星探査望遠鏡技術

数十GHz帯高周波受信機、冷却受信機、10m級大型展開アンテナ技術電波望遠鏡技術

大口径冷却望遠鏡技術、高感度・高解像度赤外線センサー技術、位置
観測技術

赤外線望遠鏡技術

多層膜スーパーミラー技術、偏光測定技術、冷却技術、高エネルギー
（硬Ｘ線、軟γ線）・高分解能・高分光能力センサー技術

宇宙の今、生い立ち、かくある理由を知る
ために必要となる宇宙観測のためのX線/γ
線望遠鏡技術、赤外線望遠鏡技術、電波望
遠鏡技術、系外惑星探査望遠鏡技術、月面
天文台技術、重力波望遠鏡技術、編隊飛行
技術の開発が必要

X線/γ線望遠鏡技術

宇
宙
観
測

技術開発要素技術開発の必要性技術課題



有人宇宙分野
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

月面拠点有人活動プログラム Human/Moon Base Program

次期中期
計画期間
2008-2012

基盤技術確立フェーズ
Technology Building

拠点準備フェーズ
Preparing Bases

実用・展開フェーズ
Actual Use

我が国の長期滞在拠点完成
ミッション内容：
Complete Building
①飛行士の常時滞在能力を
活用した本格的科学・利用

JEM・HTV運用による

有人運用技術の修得

有人拠点開発のための
戦略技術
開発

無人科学・利用ミッション（セレーネシリーズ）

日本人初の月面到達（国際協力）

ミッション内容：Reaching
Surface
①有人能力を活用した科学・利用

②拠点構築に向けた準備

－日本人による現場最終確認

－月面での技術実証

短期滞在

月面拠点の本格的開発

有人科学・利用ミッション

判断 Decision Point Short Stay

Base 
Construction

ISS計画を活用した
技術実証・獲得

有人拠点開発に向けた月環境の把握（セレーネシリーズ）

Human-related
Technology

Use of  ISS

Robotic
Missions

年度 2005 2010 2015 2020 2025 2030
出所：JAXA
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宇宙分野の技術戦略ロードマップ

技術課題

大規模システム統合技術、開発管理技術、有人シス
テム設計要求・基準、有人システム検証技術

有人拠点開発に必要となる開発管理・システム統合
に関わる技術の開発・蓄積が必要

開発管理・システム統合技術

ソフトウェア独立検証及び有効性確認、信頼性、保
全性、部品、材料・工程管理、部品、材料データ
ベースの構築、品質保証、ハザードレポート

日本人による有人活動の実現に必要となる信頼性管
理技術の開発・蓄積が必要

信頼性管理技術

有人安全技術要求の設定・維持、安全解析評価技術
（ハザードレポート式）、安全設計と評価活動の連
携

日本人による有人活動の実現に必要となる安全評
価・管理技術の開発・蓄積が必要

安全評価・管理技術

有人安全技術

通常時健康管理、飛行時医学運用、引退後健康管理
日本人搭乗員の宇宙活動、軌道上長期滞在を可能と
するため、 健康管理運用に関わる技術の開発・蓄
積が必要

健康管理運用

生理的対策（骨量減少、筋肉萎縮、心・循環器系、
栄養、免疫機能低下、認知機能）、宇宙放射線被曝
管理（線量算定・評価・予測、線量計測、障害防止、
遮蔽）、精神心理支援、船内環境対策（騒音、化学
物質、微生物）

日本人搭乗員の宇宙活動、軌道上長期滞在を可能と
するため、健康管理技術（宇宙医学）に関わる技術
の開発・蓄積が必要

健康管理技術（宇宙医
学）

募集選抜技術、訓練技術
日本人搭乗員養成に必要となる搭乗員養成関連技術
の開発・蓄積が必要

搭乗員養成

搭乗員関連技術

保全・補給技術、実験装置搭載技術
長期の有人宇宙システム運用に必要となる運用サ
ポートに関わる技術の開発・蓄積が必要

運用サポート技術

運用システム整備、運用手順開発技術、運用管制要
員訓練技術、実運用技術

長期の有人宇宙システム運用に必要となる実時間運
用管制に関わる技術の開発・蓄積が必要

実時間運用管制技術

有人運用技術

軌道上結合・組立、ロボット、エアロック、船外活
動技術

長期の有人宇宙システム運用に必要となる有人活動
支援に関わる技術の開発・蓄積が必要

活動支援技術

生命維持（空気再生技術、空気制御及び供給技術、
温湿度制御技術、水再生及び管理技術、廃棄物管理
技術、火災検知および消化技術、食糧供給管理技術、
放射線防護技術）、軌道上／地上間コミュニケー
ション（音声通話、ビデオ映像）、軌道上運用操作、
ハザード制御（警告・警報、緊急帰還）

長期の有人宇宙システム運用に必要となる生命維
持・居住に関わる技術の開発・蓄積が必要

生命維持・居住技術

通信制御、地上通信、電力生成・分配、排熱・分配、
軌道制御、姿勢制御、ランデブ・ドッキング、異常
検出／自動処置

長期の有人宇宙システム運用に必要となる有人シス
テム設計、維持機能に関わる技術の開発・蓄積が必
要

有人システム設計、維持
機能技術

有人施設技術

技術開発要素技術開発の必要性技術課題

略語表
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Environmental Monitoring and Analysis ProgramEnMAP

改良型使いきり型ロケットEvolved Expendable Launch VehicleEELV

二周波降水レーダー（GPM搭載予定）Dual-frequency. Precipitation RadarDPR

米国国防省Department Of DefenseDoD

ロシア、ウクライナのコスモトラス社のロケット名称Dnepr

米国ボーイング社のロケット名称Delta

Commercial off-the-shelfCOTS

コントロール･モーメント･ジャイロControl Moment GyrosCMG

日欧水星探査計画BepiColombo

高性能可視赤外放射計-2（ALOS搭載）Advanced Visible and Near Infrared Radiometer-2AVNIR-2

非同期伝送モードAsynchronous Transfer ModeATM

米国ロッキードマーチン社のロケット名称Atlas

資源探査用将来型センサ（Terra搭載）Advanced Spaceborne Thermal Emission and Reflection radiometerASTER

欧州アリアンスペース社のロケット名称Ariane

NASAの次世代ロケット名称Ares

NASA/EOS計画の地球観測衛星(EOS-PM1)Aqua

改良型高性能マイクロ波放射計（Aqua搭載）Advanced Microwave Scanning Radiometer for EOS AMSR-E

陸域観測技術衛星「だいち」Advanced Land Observing SatelliteALOS

NASAの高度通信技術衛星Advanced Communications Technology Satellite ACTS

改良型可視赤外イメージャー（GOES搭載）Advanced Baseline ImagerABI
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日本の主力大型ロケット名称H-IIA

日本のLNG推進ロケットGX

静止トランスファ軌道Geostationary transfer orbitGTO

インドの静止軌道衛星打上げロケットの名称Geo-synchronous Satellite Launch VehicleGSLV

全地球測位システムGlobal Positioning SystemGPS

全球降水観測計画（全球降雨観測衛星）Global Precipitation MeasurementGPM

温室効果ガス観測技術衛星Greenhouse Gases Observing SatelliteGOSAT

ロシアにより運用されている衛星航法システムGlobal Navigation Satellite SystemGLONASS

グローバルイメージャ（ADEOS-II搭載）Global ImagerGLI

磁気圏観測衛星Geophysical TailGEOTAIL

全球地球観測システムGlobal Earth Observation System of SystemsGEOSS

地球観測グリッド（(独)産業技術総合研究所の研究プロジェクト）Global Earth Observation GridGEO Grid

静止軌道Geostational Earth OrbitGEO

水循環変動観測衛星GCOM-WaterGCOM-W

大気・陸域観測衛星GCOM-ClimateGCOM-C

地球環境変動観測ミッションGlobal Change Observation MissionGCOM

欧州連合(EU)および欧州宇宙機関(ESA)による衛星航法システム計画GALILEO

オーロラ観測衛星「あけぼの」Exospheric Sounding Satellite - DEXOS-D

技術試験衛星VIII型「きく8号」Engineering Test Satellite ⅧETS-VIII

NASA主導による統合地球観測システム計画Earth Observing SystemEOS
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運輸多目的衛星Multi-functional Transport SatelliteMTSAT

マイクロ波SSPSMicrowave SSPSM-SSPS

マルチスペクトルMultispectralMS

電磁プラズマ加速Magneto Plasma Dynamic MPD

中軌道Medium Earth OrbitMEO

マイクロマシン技術Micro Electro Mechanical SystemMEMS

全天X線監視装置（JEM曝露部搭載装置）Monitor of All-sky X-ray ImageMAXI

レーザーSSPSLaser Space Solar Power SystemsL-SSPS

中国のロケット「長征」Long March

液化天然ガスLiquefied Natural GasLNG

低軌道Low Earth OrbitLEO

太陽系外地球型惑星探査計画Japanese Terrestrial Planet FinderJTPF

国際宇宙ステーションの取付型多目的実験モジュール(日本)「きぼう」Japan Experiment ModuleJEM

日本の赤外線探査による位置天文衛星計画Japan Astrometry Satellite Mission for INfrared ExplorationJASMINE

国際宇宙ステーションInternational Space StationISS

インドのリモートセンシング衛星シリーズIndian Remote Sensing SatelliteIRS

慣性計測装置Inertial Measurement UnitIMU

宇宙ステーション補給機H-II Transfer VehicleHTV

ハイパースペクトルHyperspectralHS

H-IIAの能力増強型ロケット（HTV用）H-IIB
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米国NOAAの極軌道気象衛星Polar-orbiting Environmental SatellitePOES

第24号科学衛星：金星探査機PLANET-C

米国オービタルサイエンシーズ社のロケット名称Pegasus 

フェーズドアレイ方式Lバンド合成開口レーダ（ALOS搭載）Phased Array type L-band Synthetic Aperture RadarPALSAR

軌道間輸送機Orbit Transfer VehicleOTV

オービタル・サイエンシーズ社、米国の衛星製造・打ち上げ企業Orbital Sciences CorporationOSC

NASAの次世代有人宇宙船Orion

大洋観測用マイクロ波パッケージOcean microwave packageOMP

光衛星間通信実験衛星「きらり」Optical Inter-orbit Communications Engineering Test SatelliteOICET

Open Grid ForumOGF

Open Geospatial ConsortiumOGC

米国の炭素観測衛星Orbital Carbon ObservatoryOCO

米国NOAAの次世代極軌道環境衛星システムNational Polar-orbiting Operational Environmental Satellite System NPOESS

National Polar-orbiting Operational Satellite SeriesNPOES

米国海洋大気庁/気象観測衛星NOAANational Oceanic and Atmospheric AdministrationNOAA

次期X線天文衛星New X-ray TelescopeNeXT

ナノマシン技術Nano Electro Mechanical SystemsNEMS

米国の衛星航行システムを構成する衛星Navigation System with Time And RangingNAVSTAR

日本の科学衛星打ち上げ用固定ロケットM-V

第20号科学衛星:小惑星探査機「はやぶさ」Mu Space Engineering Satellite-CMUSES-C
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固体ロケットブースターSolid Rocket BoosterSRB

次世代の赤外線天文衛星計画SpaceInfrared Telescope for Cosmology and AstrophysicsSPICA

東大阪宇宙開発協同組合SOHLA

(独)情報通信研究機構と三菱重工（株）の共同開発による高機能小型衛星SmartSat-1

宇宙リンク拡張サービスSpace Link Extension ServiceSLE

次世代グローバルイメージャ（GCOM搭載予定）Second-generation GLISGLI

宇宙環境信頼性実証システムSpace Environment Reliability Verification Integrated SystemSERVIS

USERSの宇宙実験モジュールSpace Experiment ModuleSEM

日本の月周回衛星SELenological and ENgineering ExplorerSELENE

小型実証衛星Small Demonstration SatelliteSDS

編隊飛行する5機の人工衛星による宇宙空間観測計画Scale COupling in Plasma EnvironmentSCOPE

合成開口レーダSynthetic Aperture RadarSAR

ランデブ・ドッキングrendezvous and dockingRVD

放射性同位元素熱発電装置radioisotope thermoelectric generatorRTG

ドイツ地理情報収集システム「Rapideye」及びそれを構成する衛星Rapideye

カナダの合成開口レーダを搭載した衛星Radar Satellite Radarsat

インドの極軌道衛星打ち上げロケットの名称Polar Satellite Launch VehiclePSLV

ロシアのロケット名称Proton

パンクロマチック立体視センサ（ALOS搭載）Panchromatic Remote-Sensing Instrument for Stereo MappingPRISM
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JAXAの小型研究衛星Micro LabsatμLab-Sat

ウクライナのロケット名称Zenit

米国の次世代商業用高分解能画像衛星WorldView

超高速インターネット衛星Wideband InterNetworking engineering test and Demonstration SatelliteWINDS

VLBI技術による人工衛星天文台計画VLBI Space Observatory ProgrammeVSOP-2

超長基線干渉計Very Long Baseline Interferometer VLBI

欧州宇宙機関(ESA)が開発中の低軌道用人工衛星打ち上げロケットVega

次世代型無人宇宙実験システムUnmanned Space Experiment Recovery SystemUSERS

進行波管増幅器Travelling-wave tube amplifier TWTA

熱帯降雨観測衛星(日/米)Tropical Rainfall Measuring MissionTRMM

ドイツの合成開口レーダ衛星TerraSAR-X

NASA/EOS計画の衛星名称Terra

スイッチswitchSW

宇宙輸送システム、スペースシャトルSpace Transportation SystemSTS

固体増幅器Solid State Power AmplifierSSPA




